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第１章　調査の目的と方法

１　調査の目的

郵便、放送に係る産業の実態、動向等を把握し、郵政行政の諸施策の基礎資料とする。

２　調査の方法

（１）調査対象

ア　地域： 全国

イ　単位： 企業

ウ　属性： メーリングサービス業

放送番組制作業

ケーブルテレビ番組供給業

（２）調査方法

ア　選定： 全数

以下の名簿を利用した。

（ア）メーリングサービス業

「日本メーリングサービス協会会員名簿」、「社団法人日本ダイレクト・メール協会会員名簿」な

ど。

（イ）放送番組制作業

「日本民間放送年鑑’９１」及び「電通広告年鑑’９１」。

（ウ）ケーブルテレビ番組供給業

ＣＡＴＶ番組供給者協議会「番組供給者便覧’９２」

イ　客対数： メーリングサービス業 ２４６社

放送番組制作業 １，０２２社

ケーブルテレビ番組供給業 ４２社

（合計　　１，３１０社）

ウ　配付・収集：郵送

エ　記入： 自計

オ　はあく時： 平成４年３月３１日現在、あるいはこれに最も近い決算日現在

カ　調査系統： 郵政省－報告者
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（３）実施期日　　平成４年１２月

（４）調査項目

ア　メーリングサービス業

（ア）運営業務の実態

（イ）運営業務の損益状況

（ウ）保有設備機械

（エ）資金の調達・運用状況及び設備投資状況

（オ）従業者と労働環境

（カ）企業の特性

（キ）今後の事業展望

イ　放送番組制作業

（ア）運営業務の実態

（イ）運営業務の損益状況

（ウ）資金の調達・運用状況及び設備投資状況

（エ）従業者と労働環境

（オ）制作の実態と著作権関係

（カ）企業の特性

（キ）今後の事業展望

ウ　ケーブルテレビ番組供給業

（ア）運営業務の実態

（イ）運営業務の損益状況

（ウ）資金の調達・運用状況および設備投資状況

（エ）従業者と労働環境

（オ）企業の特性

（カ）今後の事業展望

（５）回収状況

発送数
ア　メーリングサービス業 246 106 （43.1％）
イ　放送番組制作業 1,022 490 （47.9％）
ウ　ケープルテレビ番組供給業 42 22 （52.4％）

回収数（回収率）
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第２章　調査結果

本章の調査結果の分析に当たっては、一部の設問項目については、単純集計した結果の代表値（平均及び

中央値）のみを示した。

１　メーリングサービス業

本調査における「メーリングサービス業（業務、事業）」とは、郵便物等の差出人から依頼を受けて、

郵便物等の区分け、発送を行う業務（発送代行）をいう。また、これらの業務と併せて、名簿作成、企

画、印刷、あて名書き、封入等を行う場合は、これらの業務もメーリングサービス業に含めた。

（１）運営業務の実態

ア　発送代行数

メーリングサービス業務における平成３年度の総発送代行数は、回答のあった９８社で２６億

７，２６６万通（個）、４年度実績見込みは９５社で２７億３，２５２万通（個）。１事業者あた

りの平均発送代行数は、平成３年度２，７２７．２万通（個）、平成４年度実績見込みは２，８７

６．３万通（個）（対前年度比５．５％増）である。

平成３年度の発送代行数別の事業者数をみると、「１万～３００万通（個）未満」が２４社（２

４．５％）、次いで「５００万～１，０００万通（個）未満」が１７社（１７．３％）で、「１億

通（個）以上」の会社も８社（８．２％）あった。

イ　発送手段

平成３年度の発送手段別の内訳をみると、「通常郵便物（封書）」が７３．２％、「通常郵便物（は

がき）」が２１．５％、「小包郵便物」が２．８％、「民間宅配便」が２．５％となっており、取扱

数の９７．５％が郵送である。

また、取扱数の６０％以上を「通常郵便物（封書）」による発送によっている事業者は、７７．

９％であった。これに対して、「民間宅配便」による発送が２０％未満と答えた事業者は９３．３％

で、発送手段の大部分を郵送によっていることがわかる。

平均３年度の総引受内国郵便物数に占める回答のあった９８社の総発送代行数の比率を推計す

ると、通常郵便物は１０．８％、小包郵便物は１８．３％である。

各発送手段ごとの平均及び中央値は次のとおりである。

（ア）通常郵便物（封書）

平均　　　　　７０．６％　　　　中央値　　　　　８０％　　（回答１０４社）

（イ）通常郵便物（はがき）

平均　　　　　１９．２％　　　　中央値　　　　　１２％　　（回答１０４社）
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（ウ）小包郵便物

平均　　　　　　４．７％　　　　中央値　　　　　１％　　（回答１０４社）

（エ）民間宅配便

平均　　　　　　５．４％　　　　中央値　　　　　０％　　（回答１０４社）

ウ　発送物の内容

メーリングサービス業務で取り扱われる発送物の内容について検討しよう。質問表では、平成

３年度の総発送代行数に対する内容物の内訳割合を尋ねた。具体的には、「ダイレクトメール」、

「カタログ」、「金融取引関係」、「各種案内通知」、「新聞、書籍、雑誌」、「その他」の発送代行総

数に占める比率である。

平成３年度の発送物内容別の内訳をみると、「ダイレクトメール」が５７．１％、「新聞・書籍・

雑誌」が２１．８％、「金融取引関係」が１０．２％などとなっており、「ダイレクトメール」の

比率が高い（第１－１図参照）。

３年度に取り扱った発送物の内訳をみると、「ダイレクトメール」の取扱いが２０％未満の事業

者は２７．６％、６０％以上の事業者は４１．０％であった。これに対し、「カタログ」、「金融取

引関係」及び「各種案内通知」の取扱いは２０％未満であった事業者は、それぞれ９１．４％、

８４．８％、８１．９％とほとんどを占め、６０％以上を占める事業者は、それぞれ１．９％、

１．９％、６．７％と少なく、「ダイレクトメール」の取扱いが大部分を占めていることがわかる。
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各発送内容ごとの平均及び中央値は次のとおりである。

（ア）ダイレクトメール

平均　　　　　４７．５％　　　　中央値　　　　　５０％　　（回答１０５社）

（イ）カタログ

平均　　　　　　５．７％　　　　中央値　　　　　　０％　　（回答１０５社）

（ウ）金融取引関係

平均　　　　　　７．１％　　　　中央値　　　　　　０％　　（回答１０５社）

（エ）各種案内通知

平均　　　　　１１．４％　　　　中央値　　　　　　５％　　（回答１０５社）

（オ）新聞、書籍、雑誌

平均　　　　　２６．３％　　　　中央値　　　　　１０％　　（回答１０５社）

（カ）その他

平均　　　　　　　　２％　　　　中央値　　　　　　０％　　（回答１０５社）

エ　契約先数と契約件数

事業者の業務運営状況を把握するために、契約先数の特定は非常に重要である。契約先数は、

契約相手方の事業者数として回答を求めた。同一事業者の複数の部署と契約がある場合は、契約

先数は１として回答を求めた。

（ア）契約先数（社）

平成３年度　　平均　　　　２０９．７社　　　中央値　　　　　３２社　（回答９９社）

平成４年度　　平均　　　　２２２．３社　　　中央値　　　　　３１社　（回答９４社）

平成５年度　　平均　　　　２０４．８社　　　中央値　　　　　４５社　（回答８３社）

（イ）新規契約先数（社）

平成３年度　　平均　　　　　１５．８社　　　中央値　　　　　　５社　（回答６７社）

平成４年度　　平均　　　　　１９．３社　　　中央値　　　　　　５社　（回答６７社）

平成５年度　　平均　　　　　１９．８社　　　中央値　　　　　　６社　（回答６１社）

（ウ）契約件数（件）

平成３年度　　平均　　１，１２１．５件　　　中央値　　　　　９５件　（回答６５社）

平成４年度　　平均　　１，１４１．０件　　　中央値　　　　　９６件　（回答６２社）

平成５年度　　平均　　１，２８６．８件　　　中央値　　１２５．５件　（回答５６社）
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（２）運営業務の損益状況

事業者及び当該業務内容に関する経営状況を正確に把握するために、会社全体の「営業損益」、「営

業外損益」及び「特別損益」並びにメーリングサービス業務に係る「営業損益」について質問した。

「営業損益」に関しては、「売上高」、「売上原価」、「販売費・一般管理費」の回答を求めた。

ア　損益状況（会社全体）

（ア）営業損益

Ａ　売上高

平成３年度　平均　　７億７，４３４万円　　中央値　１億７，３００万円　（回答９２社）

平成４年度　平均　　　　９億３０１万円　　中央値　２億３，０００万円　（回答８１社）

平成５年度　平均　１１億３，０４９万円　　中央値　２億５，０００万円　（回答６４社）

Ｂ　売上原価

平成３年度　平均　　　　６億５１２万円　　中央値　　　９，３６０万円　（回答７６社）

平成４年度　平均　　７億６，１３９万円　　中央値　１億２，０００万円　（回答６６社）

Ｃ　販売費・一般管理費

平成３年度　平均　　２億２，１８２万円　　中央値　　　９，６００万円　（回答７８社）

平成４年度　平均　　２億５，９４１万円　　中央値　　　１億１００万円　（回答６５社）

（イ）営業外損益

平成３年度　平均　　　　１，６９４万円　　中央値　　　　１３１万円　（回答６７社）

平成４年度　平均　　　　　－９７９万円　　中央値　　　　　６６万円　（回答５０社）

平成５年度　平均　　　　１，８２６万円　　中央値　　　　１００万円　（回答３７社）

（ウ）特別損益

平成３年度　平均　　　　　　４１４万円　　中央値　　　　　　８万円　（回答５７社）

平成４年度　平均　　　　　－８００万円　　中央値　　　　　　０万円　（回答４０社）

平成５年度　平均　　　　　－６６５万円　　中央値　　　　　　０万円　（回答２９社）

イ　損益状況：営業損益（メーリングサービス業務）

（ア）売上高

平成３年度におけるメーリングサービス業務の売上高は、回答のあった８１社を合計すると４

３２億６，９５９万円になる。平均売上高については、平成３年度から５年度までの当該業務売

上高の全て回答のあった事業者についてのみ計算すると、平成３年度実績８億４，６８４万円、

平成４年度実績見込み８億９，６３４万円（対前年度比５．８％増）、平成５年度見込み９億１，

７０３万円（対前年度比２．３％増）である。
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平成３年度のメーリングサービス業務の売上高について回答のあった事業者を規模別に見ると、

「５千万円未満」が１５社（１８．５％）、「５千万円～１億円未満」が１５社（１８．５％）、「１

億円～５億円未満」が３６社（４４．４％）、「５億円以上」が１８．５％であった。

メーリングサービス業務に携わる事業者の売上げ規模をより詳細に把握するために、全調査対

象年度にわたり回答のあった４４社について検討してみよう（第１－２図参照）。それらの事業者

における平成３年度の売上高をみると、「１億円～３億円未満」の区分が最も多く、１２社（２７．

３％）である。次いで「５，０００万円～１億円未満」の１１社（２５．０％）、「５，０００万

円未満」の７社（１５．９％）の順になっている。このように、メーリングサービス業務の平成

３年度の売上高が３億円未満の事業者が３０社（６８．２％）と過半数を占めている。

売上高からみた専業性について見ると、平成３年度のメーリングサービス業務の売上高が会社

全体の売上高の５０％以上を占める事業者が、回答のあった７９社のうち６２社（７８．５％）

である。

（イ）売上原価

平成３年度　平均　３億１，２８５万円　　中央値　６，７８１万円　（回答６７社）

平成４年度　平均　３億９，２５２万円　　中央値　７，０００万円　（回答５５社）

（ウ）外注加工費

平成３年度　平均　１億８，４４９万円　　中央値　３，０００万円　（回答７１社）
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平成４年度　平均　２億５，７９１万円　　中央値　４，５００万円　（回答５３社）

（エ）販売費・一般管理費

平成３年度　平均　１億３，２９９万円　　中央値　４，９６５万円　（回答６４社）

平成４年度　平均　１億５，９７７万円　　中央値　４，８００万円　（回答５０社）

ウ　業務内容別売上高比率（メーリングサービス業務）

ここでは、メーリングサービス業務に携わっている事業者が、より具体的にどのような内容の業務

を行なっているかを検討する。

具体的業務内容としては、（ア）発送先名簿の作成や名簿の貸出・提供などを行なう「名簿作成」、

（イ）ダイレクトメール、チラシ、カタログの企画やデザインなどを行なう「企画、デザイン」、（ウ）

ダイレクトメール、チラシ、カタログ、封筒の印刷などを行なう「印刷」、（エ）筆耕や機械によるあ

て名書き・あて名ラベル作成などを行なう「あて名書き」、（オ）封入、封かん、商品のこん包などを

行なう「封入、こん包」、（カ）「区分け、発送（発送代行）」、（キ）懸賞、ＳＰなどの「郵便物受入、

返送、分析」、（ク）「その他」の８種類である。質問表では、それぞれの業務内容が平成３年度のメー

リングサービス業務の売上高のうち何％を占めるかを尋ねた。

その結果、メーリングサービス業務に関わる各事業者の売上高に占める作業内容別の比率を平均す

ると、「封入、こん包」（５３．０％）、「区分け、発送」（１０．５％）、「あて名書き」（９．８％）が

高く、これらの業務が売上げの中心になっている（第１－３図参照）。
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特に、「封入、こん包」については、売上高の５０％を超える事業者は、回答のあった１０４社のう

ち５５社（５２．９％）と半数を超えている。これに対して、「郵便物受入れ・返送・分析」や「企画・

デザイン」による売上げは、比率が低く、０％と回答した事業者がそれぞれ６７．３％、７９．８％

である。

業務内容ごとの平均及び中央値は次のとおりである。

（ア）名簿作成

平均　　　　　５．３％　　　　中央値　　　　　０％　　（回答１０４社）

（イ）企画、デザイン

平均　　　　　２．３％　　　　中央値　　　　　０％　　（回答１０４社）

（ウ）印刷

平均　　　　　４．７％　　　　中央値　　　　　０％　　（回答１０４社）

（エ）あて名書き

平均　　　　１４．７％　　　　中央値　　　　１０％　　（回答１０４社）

（オ）封入、こん包

平均　　　　４９．２％　　　　中央値　　　　５０％　　（回答１０４社）

（カ）区分け、発送（発送代行）

平均　　　　１９．４％　　　　中央値　　　　１５％　　（回答１０４社）

（キ）郵便物受入、返送、分析

平均　　　　　２．３％　　　　中央値　　　　　０％　　（回答１０４社）

（ク）その他

平均　　　　　２．１％　　　　中央値　　　　　０％　　（回答１０２社）

エ　費用支出状況（会社全体）

次に、質問表では、事業者の経営状態を把握するために、平成３年度における会社全体の主要な支

出費目の状況を尋ねた。主な項目は、「人件費」、「賃借料」、「減価償却費」である。細目として、「人

件費」については、「役員給与・手当」と「従業者給与・手当」の回答を、また「賃借料」については、

「土地・建物」と「機械・設備」に係る支出の回答を求めた。

（ア）人件費

「人件費合計」の平均は１億８，９５４万円で、中央値は６，７１４万円である（回答７２社）。

Ａ　役員給与・手当

平均　　　　２，１２８万円　　　　中央値　　　１，８００万円　　（回答８１社）

Ｂ　従業者給与・手当

平均　　１億１，０２１万円　　　　中央値　　　３，９４２万円　　（回答８４社）
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（イ）賃借料

Ａ　土地・建物

平均　　　２，９１１万円　　　　中央値　　　５２９万円　　　　（回答８５社）

Ｂ　機械・設備

平均　　　１，７０２万円　　　　中央値　　　３２４万円　　　　（回答７７社）

（ウ）減価償却費

平均　　　１，２８７万円　　　　中央値　　　３１４万円　　　　（回答７５社）

オ　費用支出状況（メーリングサービス業務）

メーリングサービス業務に係る具体的な支出額を把握するために、各事業者の会社全体の主要支出に

占める当該業務の割合を尋ねた。

（ア）人件費

会社全体の「人件費合計」に占めるメーリングサービス業務に係る「人件費合計」の割合平均は

７９．２％で、中央値は９６％である（回答６０社）。

Ａ　役員給与・手当

平均　　　　　６４．８％　　　　中央値　　　　　　８９％　　（回答６０社）

Ｂ　従業者給与・手当

平均　　　　　７５．３％　　　　中央値　　　　９９．５％　　（回答６６社）

（イ）賃借料

Ａ　土地・建物

平均　　　　　７０．０％　　　　中央値　　　　　　９９％　　（回答６８社）

Ｂ　機械・設備

平均　　　　　６３．８％　　　　中央値　　　　　　９０％　　（回答６２社）

（ウ）減価償却費

平均　　　　　７１．１％　　　　中央値　　　　９８．５％　　（回答６０社）

カ　保有設備機械

次に、設備投資及び業務運営状況を把握するために、メーリングサービス業務に係わる次の主要機械

類の平成３年度における保有台数の回答を求めた。

メーリングサービス業務関係機械の保有比率（第１－４図参照）は、「結束機」が９２社で９２．０％、

「ラベリングマシン」が７７社で７７．０％と高く、このほかに保有比率が５０％を超えるものは、「イ

ンサーター」５７社（５７．０％）及び「あて名プリンタ」５４社（５４．０％）である。このように、

半数以上の事業者が、「結束機」、「ラベリングマシン」、「インサーター」及び「あて名プリンタ」を、メ

ーリングサービス業務関係機械として保有している。
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特に、「結束機」、「ラベリングマシン」については、複数台数保有している事業者が、それぞれ７７社

（７７．０％）、４９社（４９．０％）と高い比率となっている。

機械別の保有状況は、次のとおりである。

（ア）インサーター　　　　　　　　（封入物を封筒に封入した上で、封かんする機械）

平均　　　　　　２．０台　　　　中央値　　　　　　１台　　　（回答１００社）

（イ）スクリプトマティック印刷機　（あて名をボールペン等の手書き又はタイプライターにより作成したあて名

マスターにより、郵便物等の表面に印刷する機械）

平均　　　　　　０．２台　　　　中央値　　　　　　０台　　　（回答１００社）

（ウ）ラベリングマシン　　　　　　（あて名が印刷されたシール等を郵便物にちょう付する機械）

平均　　　　　　１．７台　　　　中央値　　　　　　１台　　　（回答１００社）

（エ）封入物印刷機　　　　　　　　（封入物等を印刷する一般の印刷機）

平均　　　　　　０．３台　　　　中央値　　　　　　０台　　　（回答１００社）

（オ）あて名プリンタ　　　　　　　（シール等にあて名を印刷する機械）

平均　　　　　　１．３台　　　　中央値　　　　　　１台　　　（回答１００社）

（カ）ラッピングマシン　　　　　　（封入物をビニール封筒に封入する機械）

平均　　　　　　０．５台　　　　中央値　　　　　　０台　　　（回答１００社）

（キ）ステンシルカード印刷機　　　（あて名を鉛筆で手書きした原紙により、郵便物の表面に謄写版方式で印刷

する機械）

平均　　　　　　０．３台　　　　中央値　　　　　　０台　　　（回答１００社）
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（ク）結束機　　　　　　　　　　　（郵便物等を把束する機械）

平均　　　　　　４．８台　　　　中央値　　　　　　３台　　　（回答１００社）

（ケ）その他

平均　　　　　　２．１台　　　　中央値　　　　　　１台　　　（回答１００社）
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（３）資金の調達・運用状況及び設備投資状況

資金の調達・運用状況及び設備投資状況については、平成３年度における会社全体のものについて回

答を求めた。また、メーリングサービス業務に係わる固定資産額及び各年度の取得額も回答を求めた。

ア　資産

「資産合計」の平均は７億７，２８５万円で、中央値は１億６，０６８万円である（回答５８社）。

（ア）流動資産

「流動資産合計」の平均は３億８，６３２万円で、中央値は１億６１２万円である（回答５８社）。

Ａ　現金・預金

平均　　１億４，５４７万円　　　中央値　　　２，１３４万円　　　（回答６５社）

Ｂ　売上債権

平均　　１億４，８５３万円　　　中央値　　　３，００７万円　　　（回答６５社）

Ｃ　棚卸資産

平均　　　　　　９１１万円　　　中央値　　　　　　８４万円　　　（回答５７社）

（イ）固定資産

Ａ　有形固定資産

（Ａ）建物及び構築物

平均　　　　９，２４３万円　　　中央値　　　４１６万円　　　（回答６１社）

（Ｂ）機械及び装置

平均　　　　１，１０９万円　　　中央値　　　５９０万円　　　（回答６３社）

（Ｃ）土地

平均　　　億７，０１４万円　　　中央値　　　　　０万円　　　（回答５１社）

（Ｄ）建物仮勘定

平均　　　　１，４８３万円　　　中央値　　　　　０万円　　　（回答５０社）

（Ｅ）その他

平均　　　　　　９５０万円　　　中央値　　　５４４万円　　　（回答５５社）

Ｂ　無形固定資産

平均　　　　　　５０７万円　　　中央値　　　　６０万円　　　（回答６１社）

Ｃ　投資その他の資産

平均　　　　１億８２０万円　　　中央値　１，１４７万円　　　（回答６０社）

（ウ）繰延資産

平均　　　　　　１０４万円　　　中央値　　　　　０万円　　　（回答５５社）
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イ　負債

「負債合計」の平均は５億８，８５１万円で、中央値は１億３，４３８万円である（回答５７社）。

（ア）流動負債

「流動負債合計」の平均は３億２９万円で、中央値は７，３６９万円である（回答６０社）。

Ａ　買入債務

平均　　１億１，２９２万円　　　中央値　　　１，２１１万円　　　（回答５８社）

Ｂ　短期借入金

平均　　１億３，２９９万円　　　中央値　　　１，７００万円　　　（回答６１社）

（イ）固定負債

「固定負債合計」の平均は２億６，６９１万円で、中央値は２，９９４万円である（回答５９社）。

Ａ　社債

平均　　　　１，５７４万円　　　中央値　　　　　　　０万円　　　（回答５０社）

Ｂ　長期借入金

平均　　２億１，２６０万円　　　中央値　　　２，５８９万円　　　（回答６６社）

ウ　資本

「資本合計」の平均は２億２２８万円で、中央値は２，５３１万円である（回答５６社）。

（ア）資本金

メーリングサービス業務の売上高が会社全体の売上高の５０％以上の事業者（５４社）の資本金

額をみると、「１，０００万円未満」が３３社（６１．１％）で過半数を占めている。次いで、「１，

０００万円～３，０００万円未満」が１４社（２５．９％）、「３，０００万円～５，０００万円未

満」が３社（５．６％）、「５，０００万円以上」が４社（７．４％）となっている。

なお、平成３年度から５年度までの当該業務売上高の全て回答のあった事業者についてのみ計算

すると、平均資本金額は２，２７７万円である。

（イ）法定準備金

平均　　　　２，７５８万円　　　中央値　　　　　８６万円　　　（回答５６社）

（ウ）剰余金

平均　　　－４，５７６万円　　　中央値　　１，３８８万円　　　（回答５４社）
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エ　有形固定資産（メーリングサービス業務関連）

（ア）建物及び構築物

固定資産額　　　平均　　　５，３６０万円　　　中央値　　　２４０万円　（回答４３社）

取得額

平成３年度　　平均　　　　　２３７万円　　　中央値　　　　　０万円　（回答３３社）

平成４年度　　平均　　　　　　２４万円　　　中央値　　　　　０万円　（回答３０社）

（イ）機械及び装置

固定資産額　　　平均　　　１，５６２万円　　　中央値　　　６０５万円　（回答５３社）

取得額

平成３年度　　平均　　　　　８３９万円　　　中央値　　　　９１万円　（回答３９社）

平成４年度　　平均　　　　　７８８万円　　　中央値　　　１００万円　（回答３５社）

（ウ）土地

固定資産額　　　平均　　　１億４９５万円　　　中央値　　　　　０万円　（回答３１社）

取得額

平成３年度　　平均　　　１，２４９万円　　　中央値　　　　　０万円　（回答２９社）

平成４年度　　平均　　　１，７６４万円　　　中央値　　　　　０万円　（回答２８社）
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（４）従業者と労働環境

本調査では、メーリングサービス業務に携わる従業者の労働環境を把握するために、従業者数、従業

者平均年齢、平均在職年数、年間総実労働時間、採用・離職状況などの基本的事項について回答を求め

た。

以下において、「常時雇用従業者」とは、臨時・日雇・パートタイマーという名称の者であっても、期

間を定めずに又は１か月以上の期間を定めて雇用されている者及び調査日までの２か月間にそれぞれ１

８日以上事業所に雇用され、かつ調査日現在も継続して雇用されている者とした。

また、「有給役員」とは、常勤、非常勤を問わず、法人・団体の役員として給与を受けている者とした。

ただし、重役や理事であっても、事務職員、労務職員を兼ねて一定の職務につき一般職員と同じ給与規

則によって給与を受けている者は一般職員に含まれる。

「新卒」とは、各年３月の新規学卒者（学校教育法に基づく中学、高校、高専、短大、大学、大学院、

専修学校、各種学校等の卒業者のほか、職業訓練校等の卒業者を含む。）について、その年の４月末日ま

での間に採用した者とした。また、「中途」とは、「新卒」以外の採用者とした。

ア　従業者数（会社全体）

（ア）有給役員

平成３年度　　平均　　　　　３．４人　　　中央値　　　　　３人　（回答９５社）

平成４年度　　平均　　　　　４．７人　　　中央値　　　　　３人　（回答８２社）

平成５年度　　平均　　　　　４．７人　　　中央値　　　　　３人　（回答７４社）

（イ）常時雇用従業者

平成３年度　　平均　　　　５１．９人　　　中央値　　　　１６人　（回答９４社）

平成４年度　　平均　　　　５９．３人　　　中央値　　　　１８人　（回答８５社）

平成５年度　　平均　　　　６４．９人　　　中央値　　　　１９人　（回答７７社）

（ウ）常時雇用以外の従業者

平成３年度　　平均　　　　５４．９人　　　中央値　　　　　９人　（回答７３社）

平成４年度　　平均　　　　６０．２人　　　中央値　　　　１０人　（回答６６社）

平成５年度　　平均　　　　６４．８人　　　中央値　　　　１０人　（回答６２社）

イ　従業者数（メーリングサービス業務）

メーリングサービス業務担当の平成３年度の平均常時雇用従業者数は、２１．６人である。内訳を

みると、「５人以下」が２８社（３１．８％）、「６～９人」が１５社（１７．０％）、「１０～１９人」

が２１社（２３．９％）、「２０～４９人」が１５社（１７．０％）となっており、小規模の従業者数

区分に集中している（第１－５図参照）。
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平均常時雇用以外の従業者数は４３．３人で、平均常時雇用従業者数の約２倍である。

（ア）有給役員

平成３年度　　平均　　　　　　２．０人　　　中央値　　　　１．５人　（回答８２社）

平成４年度　　平均　　　　　　２．２人　　　中央値　　　　　　２人　（回答６５社）

平成５年度　　平均　　　　　　２．２人　　　中央値　　　　　　１人　（回答６０社）

（イ）常時雇用従業者

平成３年度　　平均　　　　　２１．６人　　　中央値　　　　　１０人　（回答８８社）

平成４年度　　平均　　　　　２５．７人　　　中央値　　　　　１０人　（回答７３社）

平成５年度　　平均　　　　　２６．５人　　　中央値　　　　　１１人　（回答６９社）

（ウ）常時雇用以外の従業者

平成３年度　　平均　　　　　４３．３人　　　中央値　　　　　　５人　（回答７１社）

平成４年度　　平均　　　　　３２．３人　　　中央値　　　　　　５人　（回答５９社）

平成５年度　　平均　　　　　４８．１人　　　中央値　　　　　　５人　（回答６０社）

ウ　従業者の平均年齢

（ア）有給役員

平均　　　　　５２．０歳　　　　　中央値　　　　　５１歳　（回答７４社）

（イ）常時雇用従業者

平均　　　　　３９．２歳　　　　　中央値　　　　　３９歳　（回答７３社）
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エ　年齢構成（メーリングサービス業務の常時雇用従業者）

平成３年度末現在におけるメーリングサービス業務に携わる常時雇用従業者の年齢別構成を尋ね

た。

（ア）２０歳未満

平均　　　　　０．２人　　　　中央値　　　　　０人　　（回答９４社）

（イ）２０歳～３０歳未満

平均　　　　　５．６人　　　　中央値　　　　　２人　　（回答９４社）

（ウ）３０歳～４０歳未満

平均　　　　　６．３人　　　　中央値　　　　　３人　　（回答９４社）

（エ）４０歳～５０歳未満

平均　　　　　７．９人　　　　中央値　　　　　３人　　（回答９４社）

（オ）５０歳～６０歳未満

平均　　　　　４．１人　　　　中央値　　　　　２人　　（回答９４社）

（カ）６０歳以上

平均　　　　　１．２人　　　　中央値　　　　　０人　　（回答９４社）

オ　平均在職年数（メーリングサービス業務の常時雇用従業者）

常時雇用従業者の平均在職年数は８．６年であり、「賃金構造基本統計調査」（労働省）の平成３

年の平均勤続年数の産業計１１．１年を下回っているが、サービス業の８．６年と同じである。

カ　労働時間等（メーリングサービス業務の常時雇用従業者）

メーリングサービス業務に携わる常時雇用従業者について、平均年間総実労働時間数及び平均年

間休日日数の回答を求めた。ここで「休日」とは、労働基準法に定める週休日のほか、労働協約、

就業規則、慣行などにより休日と定められている日（国民の祝日、年末年始、創立記念日、有給休

暇等）を含むものとした。

（ア）平均年間総実労働時間数

平成３年度における常時雇用従業者の平均年間総実労働時間数は、実績で１，７９９時間であ

る。これに対して、４年度実績見込みでは、１，７６５時間で３４時間減少する見込みとなって

いる。これを、「毎月勤労統計調査」（労働省）の全産業（従業者数５人以上）の平均年間労働時

間の平成３年２，０２３時間及び平成４年１，９８２時間と比較すると、いずれの年についても

２００時間余り下回っている。

（イ）平均年間休日日数

平成３年度　　　平均　　　　　９９．８日　　　中央値　　　　１０１日　（回答８３社）

平成４年度　　　平均　　　　１０１．９日　　　中央値　　　　１０１日　（回答７６社）
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キ　採用状況（メーリングサービス業務に携わる常時雇用従業者）

採用に関しては、「新卒」と「中途」に分け、それぞれをさらに「募集者数」、「応募者数」、「採用

者数」に分類して回答を求めた。

（ア）新卒

Ａ　募集者数

平成３年度　　　平均　　　　１．３人　　　　中央値　　　　　０人　（回答３９社）

平成４年度　　　平均　　　　１．３人　　　　中央値　　　　　０人　（回答４０社）

平成５年度　　　平均　　　　１．６人　　　　中央値　　　　　０人　（回答３４社）

Ｂ　応募者数

平成３年度　　　平均　　　　１．５人　　　　中央値　　　　　０人　（回答３６社）

平成４年度　　　平均　　　　１．０人　　　　中央値　　　　　０人　（回答３５社）

Ｃ　採用者数

平成３年度　　　平均　　　　１．０人　　　　中央値　　　　　０人　（回答４１社）

平成４年度　　　平均　　　　１．１人　　　　中央値　　　　　０人　（回答３８社）

（イ）中途

Ａ　募集者数

平成３年度　　　平均　　　　８．８人　　　　中央値　　　　　２人　（回答４９社）

平成４年度　　　平均　　　　６．９人　　　　中央値　　　　　１人　（回答５２社）

平成５年度　　　平均　　　　３．９人　　　　中央値　　　　　１人　（回答４３社）

Ｂ　応募者数

平成３年度　　　平均　　　１０．６人　　　　中央値　　　　　５人　（回答５０社）

平成４年度　　　平均　　　　８．９人　　　　中央値　　　　　２人　（回答４６社）

Ｃ　採用者数

平成３年度　　　平均　　　　７．１人　　　　中央値　　　　　２人　（回答５３社）

平成４年度　　　平均　　　　５．２人　　　　中央値　　　　　１人　（回答５２社）

ク　離職状況（メーリングサービス業務に携わる常時雇用従業者）

平成３年度　　　平均　　４．７人　　　　中央値　　　　　１人　　（回答５６社）

平成４年度　　　平均　　３．９人　　　　中央値　　　１．５人　　（回答５０社）

平成５年度　　　平均　　２．１人　　　　中央値　　　　　１人　　（回答４２社）
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（５）企業の特性

ア　経営組織

８３社（７８．３％）の事業者が「株式会社」の形態をとっている。次いで「有限会社」が２０

社（１８．９％）である。

イ　業務開始時期

メーリングサービス業務の開始時期別にみた事業者数は、「昭和４０（１９６５）年～昭和４９（１

９７４）年」の１０年間が４３社（４１．３％）で最も多い。これを「平成３年事業所統計調査報

告」（総務庁）の全産業及びサービス業の企業開設時期と比較すると、メーリングサービス業務は昭

和４０年代以前に開始した事業者の比率が高いといえる（第１－６図参照）。

ウ　開設形態

メーリングサービス業務に携わる事業者の開設形態は、「創業・創設」が８０社で８０．０％を占

めている。次いで、「企業内の一部門として」が１３社（１３．０％）で続き、この２形態で９３．

０％を占めている。「他の企業からの分離・独立」は５社（５．０％）と少ない。

エ　参入する前の主な業種

「創業・創設」以外の事業者（２６社）がメーリングサービス業務に参入する前に携わっていた

業種（参入以降も引き続き行なっている場合も含む。）については、「情報サービス・調査・広告業」

が６社（２３．１％）で最も多かった。次いで、「その他」と答えている事業者で、５社（１９．２％）

存在する。
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（６）今後の事業展望

メーリングサービスに関連する次の業務への取組の現状と今後の展望について回答を求めた。

ア　データベース（名簿等）管理・販売

「既に取組んでいる。」事業者は５６社（５６．０％）である。また、２、３年後までに取組の計

画がある事業者は７社（７．０％）である。（回答１００社）

イ　事務用品（紙・封筒、ＯＡ機器等）制作、販売

「既に取組んでいる。」事業者は３０社（３０．０％）である。また、２、３年後までに取組の計

画がある事業者は５社（５．０％）である。（回答１００社）

ウ　不動産管理

「既に取組んでいる。」事業者は７社（７．０％）である。また、２、３年後までに取組の計画が

ある事業者は１社（１．０％）である。（回答１００社）

エ　倉庫、運輸、配送

「既に取組んでいる。」事業者は３０社（３０．０％）である。また、２、３年後までに取組の計

画がある事業者は９社（９．０％）である。（回答１００社）

オ　広告代理

「既に取組んでいる。」事業者は２０社（２０．０％）である。また、２、３年後までに取組の計

画がある事業者は１４社（１４．０％）である。（回答１００社）

カ　市場調査、イベント

「既に取組んでいる。」事業者は２３社（２３．０％）である。また、２、３年後までに取組の計

画がある事業者は１６社（１６．０％）である。（回答１００社）

キ　その他

該当する回答はほとんどなかった。「既に取り屈んでいる」事業者が７社（１００％）である。（回

答７社）
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２　放送番組制作業

メディアの多様化と技術革新のなかで、放送ソフトは、各種の情報を国民に提供し、国民生活や社会経

済文化活動等において重要な役割を果たしている。その放送ソフトを制作する放送番組制作業の現状につ

いて概観する。ここで、「放送番組制作業」とは、「テレビ放送番組制作」、「テレビコマーシャル（ＣＭ）

制作」、「ラジオ放送番組制作」及び「ラジオコマーシャル（ＣＭ）制作」を行っている者をいう。

以下の分析では、基本的に「企画・演出を主とする事業者」と「技術を主とする事業者」に分けて論述

する。放送番組制作業務において、「企画・演出系の事業者」とは、放送番組の企画を行い、演出・制作

の進行管理、予算管理等番組制作全般に携わる者をいう。また、「技術系の事業者」とは、カメラ撮影、

ＶＴＲ編集、スタジオ貸し、照明、音響等の番組制作における技術部門に携わる者をいう。本調査では、

どちらかの業務の売上高が、放送番組制作業務全体の売上高の５０％を超えるか否かにより、「企画・演

出を主とする事業者」と「技術を主とする事業者」に区分けした。

「企画・演出」が５０％を超える事業者は１５１社（３９．５％）、「技術」が５０％を超えるのは２０７社

（５４．２％）、いずれも５０％とするのは２４社（６．３％）であった。

（１）運営業務の実態

ア　放送番組制作

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　契約先数

平成３年度　　　平均　　　　７．５社　　　中央値　　　　　５社　（回答１４２社）

平成４年度　　　平均　　　　８．９社　　　中央値　　　　　５社　（回答１４１社）

平成５年度　　　平均　　　１０．４社　　　中央値　　　　　５社　（回答１２０社）

Ｂ　新規契約先数

平成３年度　　　平均　　　　２．４社　　　中央値　　　　　１社　（回答９６社）

平成４年度　　　平均　　　　２．２社　　　中央値　　　　　１社　（回答９９社）

平成５年度　　　平均　　　　２．４社　　　中央値　　　　　１社　（回答８３社）

Ｃ　契約件数

平成３年度　　　平均　　１２２．３件　　　中央値　　１０．５件　（回答１２２社）

平成４年度　　　平均　　１１８．９件　　　中央値　　　　１１件　（回答１２３社）

平成５年度　　　平均　　１３５．９件　　　中央値　　　　１２件　（回答１０４社）
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（イ）技術を主とする事業者

Ａ　契約先数

平成３年度　　　平均　　　１６．４社　　　中央値　　　　３社　（回答１５９社）

平成４年度　　　平均　　　１７．２社　　　中央値　　　　３社　（回答１５４社）

平成５年度　　　平均　　　１９．８社　　　中央値　　　　３社　（回答１２８社）

Ｂ　新規契約先数

平成３年度　　　平均　　　　３．１社　　　中央値　　　　０社　（回答８４社）

平成４年度　　　平均　　　　２．８社　　　中央値　　　　１社　（回答８７社）

平成５年度　　　平均　　　　３．２社　　　中央値　　　　１社　（回答６２社）

Ｃ　契約件数

平成３年度　　　平均　　　８９．９件　　　中央値　　　　９件　（回答１３０社）

平成４年度　　　平均　　　９３．２件　　　中央値　　　１２件　（回答１２８社）

平成５年度　　　平均　　　７０．９件　　　中央値　　　１３件　（回答１０５社）

イ　コマーシャル制作

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　契約先数

平成３年度　　　平均　　　１３．５社　　　中央値　　　　　１社　（回答８９社）

平成４年度　　　平均　　　１７．４社　　　中央値　　　　　２社　（回答８９社）

平成５年度　　　平均　　　２１．１社　　　中央値　　　　　２社　（回答８２社）

Ｂ　新規契約先数

平成３年度　　　平均　　　　３．５社　　　中央値　　　　　０社　（回答６７社）

平成４年度　　　平均　　　　４．２社　　　中央値　　　　　１社　（回答６７社）

平成５年度　　　平均　　　　５．２社　　　中央値　　　　　１社　（回答６１社）

Ｃ　契約件数

平成３年度　　　平均　　　３７．７件　　　中央値　　　　　２件　（回答８２社）

平成４年度　　　平均　　　４５．２件　　　中央値　　　　　２件　（回答８３社）

平成５年度　　　平均　　　５５．１件　　　中央値　　　　　５件　（回答７４社）。

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　契約先数

平成３年度　　　平均　　　２０．４社　　　中央値　　　　６社　（回答１４７社）

平成４年度　　　平均　　　２１．０社　　　中央値　　　　６社　（回答１５０社）

平成５年度　　　平均　　　２６．６社　　　中央値　　　　８社　（回答１２０社）
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Ｂ　新規契約先数

平成３年度　　　平均　　　　３．８社　　　中央値　　　　２社　（回答１０５社）

平成４年度　　　平均　　　　３．７社　　　中央値　　　　１社　（回答１０８社）

平成５年度　　　平均　　　　４．５社　　　中央値　　　　２社　（回答８５社）

Ｃ　契約件数

平成３年度　　　平均　　　９７．０件　　　中央値　　　１７件　（回答１３３社）

平成４年度　　　平均　　　９８．８件　　　中央値　１９．５件　（回答１２８社）

平成５年度　　　平均　　１２４．６件　　　中央値　　　２４件　（回答１０４社）
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（２）運営業務の損益状況

ア　損益状況（会社全体）

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　営業損益

（Ａ）売上高

平成３年度　平均　３０億７，２３３万円　中央値　３億８，１４８万円　（回答１４２社）

平成４年度　平均　３１億５，３５３万円　中央値　３億６，７５０万円　（回答１２８社）

平成５年度　平均　３９億７，８２８万円　中央値　４億２，５００万円　（回答９６社）

（Ｂ）売上原価

平成３年度　平均　２６億９，３９６万円　中央値　２億９，２８０万円　（回答１２４社）

平成４年度　平均　２９億７，０２３万円　中央値　　　３億７５０万円　（回答１０２社）

（Ｃ）販売費・一般管理費

平成３年度　平均　　６億５，１６４万円　中央値　１億２，６３２万円　（回答１３２社）

平成４年度　平均　　６億４，２３９万円　中央値　　　　　　　１億円　（回答１１０社）

Ｂ　営業外損益

平成３年度　平均　　－１，５３３万円　　中央値　　　　　７０万円　（回答１１６社）

平成４年度　平均　　－１，９９４万円　　中央値　　　　　８８万円　（回答９６社）

平成５年度　平均　　－４，２５９万円　　中央値　　　　　７０万円　（回答５５社）

Ｃ　特別損益

平成３年度　平均　　　１，４５１万円　　中央値　　　　　　０万円　（回答８４社）

平成４年度　平均　　　３，９３７万円　　中央値　　　　　　０万円　（回答６６社）

平成５年度　平均　　　　　－９２万円　　中央値　　　　　　０万円　（回答３７社）

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　営業損益

（Ａ）売上高

平成３年度　平均　７億９，５３７万円　中央値　３億３，１９１万円　（回答１９８社）

平成４年度　平均　８億４，１０７万円　中央値　３億５，５５１万円　（回答１７９社）

平成５年度　平均　８億１，９９７万円　中央値　３億８，０００万円　（回答１４１社）

（Ｂ）売上原価

平成３年度　平均　６億２，６６８万円　中央値　１億９，６８５万円　（回答１８０社）

平成４年度　平均　６億７，３３２万円　中央値　２億２，０５０万円　（回答１５７社）

（Ｃ）販売費・一般管理費

平成３年度　平均　１億８，１８８万円　中央値　　　９，９１５万円　（回答１８５社）

平成４年度　平均　２億１，６０３万円　中央値　１億１，００５万円　（回答１５８社）
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Ｂ　営業外損益

平成３年度　　　平均　　　　２７２万円　　　中央値　　　１３１万円　（回答１６６社）

平成４年度　　　平均　　　　２５８万円　　　中央値　　　　６５万円　（回答１４３社）

平成５年度　　　平均　　　　　９８万円　　　中央値　　　２００万円　（回答７９社）

Ｃ　特別損益

平成３年度　　　平均　　　　－５３万円　　　中央値　　　　　０万円　（回答１２３社）

平成４年度　　　平均　－６，９０３万円　　　中央値　　　　　０万円　（回答１１０社）

平成５年度　　　平均　　　　　５４万円　　　中央値　　　　　０万円　（回答６１社）

イ　損益状況：営業損益（放送番組制作業務）

放送番組制作業務を営む事業者の平成３年度における当該業務全体の売上高は、１社あたり平均５億

７，５７８万円である。４年度の売上高見込みは、１社あたり平均７億１４５万円と対前年度比２１．

８％増となっている。

売上高実績の分布を平成３年度についてみると、「１億円未満」の事業者が４４．３％と最も多く、全

体の３分の１以上を占めている。次いで、「１億円～５億円未満」が３５．３％、「５億円以上」が２０．

４％である。平成４年度実績見込においては、「１億円～５億円未満」の事業者が３０．８％と漸減して

いる。

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　売上高

調査対象のそれぞれの年度について全て回答のあった５３社を売上高規模別にみると、平成３年

度は、「３億円未満」の事業者がが２９社で５４．７％と過半数を占めている。「５，０００万円未

満」及び「１億円～３億円未満」のいずれも１２社（２２．６％）である（第２－１図参照）。

平均売上高についても、平成３年度から５年度までの当該業務売上高の全て回答のあった事業者

についてのみ計算すると、平成３年度実績１０億５，９００万円、平成４年度実績見込み１１億２，

６３４万円（対前年度比６．４％増）、平成５年度見込み１２億１６５万円（対前年度比６．７％増）

である。

業務の専業性についてみると、放送番組制作業務の売上高が会社全体の売上高の「５０％以上」

を占める事業者は、平成３年度においては回答のあった１３４社のうち８３社（６１．９％）であ

る。「８０％以上」の事業者が５４社（４０．３％）で、「２０％未満」の事業者も２８社（２０．

９％）ある。

Ｂ　売上原価

平成３年度　　平均　　８億８，６３６万円　中央値　１億４，８８２万円　（回答１００社）

平成４年度　　平均　１０億７，００１万円　中央値　１億５，３００万円　（回答８５社）
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Ｃ　外注加工費

平成３年度　　平均　　４億３，８６９万円　　　中央値　　５，２６４万円　（回答８８社）

平成４年度　　平均　　５億６，８２４万円　　　中央値　　６，３８０万円　（回答７２社）

Ｄ　販売費・一般管理費

平成３年度　　平均　　１億３，４９８万円　　　中央値　　７，０００万円　（回答８５社）

平成４年度　　平均　　１億４，１６１万円　　　中央値　　７，２００万円　（回答７７社）

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　売上高

同様に回答のあった６０社について、規模別に事業者の分布状況（第２－１図参照）をみると、「３

億円未満」が４１社で６８．３％を占めている。特に、「１億円～３億円未満」の事業者が１６社（２

６．７％）で最も多い。

平均売上高についても、平成３年度から５年度までの当該業務売上高の全て回答のあった事業者

についてのみ計算すると、平成３年度実績４億１７５万円、平成４年度実績見込み４億４，８１１

万円（対前年度比１１．５％増）、平成５年度見込み４億８，５９１万円（対前年度比８．４％増）

である。

業務の専業性ついてみると、放送番組制作業務の売上高が５０％以上を占める事業者は、回答の

あった１７３社のうち８８社（５０．９％）である。「８０％以上」の事業者は５４社（３１．２％）

で、「２０％未満」の事業者は３８社（２２．０％）存在する。

Ｂ　売上原価

平成３年度　　平均　　３億５，４６６万円　　　中央値　　７，４１２万円　（回答１２５社）
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平成４年度　　平均　　３億８，０８４万円　　　中央値　　５，４００万円　（回答１０２社）

Ｃ　外注加工費

平成３年度　　平均　　１億７，３０１万円　　　中央値　　１，４３２万円　（回答１０９社）

平成４年度　　平均　　１億７，３１３万円　　　中央値　　１，７３０万円　（回答８６社）

Ｄ　販売費・一般管理費

平成３年度　　平均　　　　９，７４１万円　　　中央値　　３，６９３万円　（回答１２２社）

平成４年度　　平均　　１億１，４６７万円　　　中央値　　３，２５０万円　（回答１０１社）

ウ　売上高比率（放送番組制作業務）

放送番組制作業務の売上高比率は、平成３年度分について回答を求めた。

放送番組制作業務内容ごとの売上高比率では、テレビ番組制作の技術に係る売上げが最も多く、総

売上高を１００％とした場合の２９．７％を占めている。次いで、テレビ番組の企画・演出が２８．

４％となっている。

また、テレビ放送番組制作業務開始時期と放送番組制作業務の売上高の関係をみると、２億円以上

の売上げを上げている事業者のうち、昭和４６年～昭和５５年に開始した事業者が２９．３％、昭和

２６年～昭和３５年に開始した事業者は１３．３％と古くから業務を行っている番組制作事業者の売

上げが高く、反対に昭和５６年以降の新規参入事業者は、大半が２億円以下の売上げになっている。

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　テレビ番組制作

（Ａ）企画・演出

平均　　　　　５８．１％　　　　中央値　　　　　７６％　（回答１５１社）

（Ｂ）技術

平均　　　　　　５．８％　　　　中央値　　　　　　０％　（回答１５１社）

Ｂ　テレビコマーシャル制作

（Ａ）企画・演出

平均　　　　　　９．７％　　　　中央値　　　　　　０％　（回答１５１社）

（Ｂ）技術

平均　　　　　　　　３％　　　　中央値　　　　　　０％　（回答１５１社）

Ｃ　ラジオ番組制作

（Ａ）企画・演出

平均　　　　　１６．６％　　　　中央値　　　　　　０％　（回答１５１社）

（Ｂ）技術

平均　　　　　　１．３％　　　　中央値　　　　　　０％　（回答１５１社）
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Ｄ　ラジオコマーシャル制作

（Ａ）企画・演出

平均　　　　　　４．４％　　　　　中央値　　　　　０％　（回答１５１社）

（Ｂ）技術

平均　　　　　　１．１％　　　　　中央値　　　　　０％　（回答１５１社）

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　テレビ番組制作

（Ａ）企画・演出

平均　　　　　　７．４％　　　　　中央値　　　　　０％　（回答２０７社）

（Ｂ）技術

平均　　　　　４７．９％　　　　　中央値　　　　５０％　（回答２０７社）

Ｂ　テレビコマーシャル制作

（Ａ）企画・演出

平均　　　　　　４．４％　　　　　中央値　　　　　０％　（回答２０７社）

（Ｂ）技術

平均　　　　　２９．８％　　　　　中央値　　　　１５％　（回答２０７社）

Ｃ　ラジオ番組制作

（Ａ）企画・演出

平均　　　　　　０．７％　　　　　中央値　　　　　０％　（回答２０７社）

（Ｂ）技術

平均　　　　　　６．８％　　　　　中央値　　　　　０％　（回答２０７社）

Ｄ　ラジオコマーシャル制作

（Ａ）企画・演出

平均　　　　　　０．８％　　　　　中央値　　　　　０％　（回答２０７社）

（Ｂ）技術

平均　　　　　　２．２％　　　　　中央値　　　　　０％　（回答２０７社）

エ　費用支出状況（会社全体）

次に、質問表では、事業者の経営状態を把握するために、平成３年度における会社全体の主要な支

出費目の状況を尋ねた。主な項目は、「人件費」、「賃借料」、「減価償却費」である。細目として、「人

件費」については、「役員給与・手当」と「従業者給与・手当」の回答を、また「賃借料」については、

「土地・建物」と「機械・設備」に係る支出の回答を求めた。
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（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　人件費

「人件費合計」の平均は３億６，１５６万円で、中央値は８，０００万円である（回答１３２

社）。

（Ａ）役員給与・手当

平均　　　　３，３８７万円　　　　中央値　　　　２，０１４万円　（回答１３４社）

（Ｂ）従業者給与・手当

平均　　３億３，４８３万円　　　　中央値　　　　５，４４６万円　（回答１２９社）

Ｂ　賃借料

（Ａ）土地・建物

平均　　　　２，７２５万円　　　　中央値　　　　　　６６２万円　（回答１３２社）

（Ｂ）機械・設備

平均　　　　２，９４２万円　　　　中央値　　　　　　２３９万円　（回答１０７社）

Ｃ　減価償却費

平均　　　　４，２４６万円　　　　中央値　　　　　　２１３万円　（回答１１６社）

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　人件費

「人件費合計」の平均は２億２８５万円で、中央値は９，０４７万円である（回答１８３社）。

（Ａ）役員給与・手当

平均　　　　２，３４７万円　　　　中央値　　　　１，５４５万円　（回答１７７社）

（Ｂ）従業者給与・手当

平均　　１億５，９７８万円　　　　中央値　　　　５，０００万円　（回答１８１社）

Ｂ　賃借料

（Ａ）土地・建物

平均　　　　２，４１５万円　　　　中央値　　　　　　６３０万円　（回答１８５社）

（Ｂ）機械・設備

平均　　　　３，４６７万円　　　　中央値　　　　　　６９６万円　（回答１５１社）

Ｃ　減価償却費

平均　　　　１，２４７万円　　　　中央値　　　　　　３６２万円　（回答１７８社）

オ　費用支出状況（放送番組制作業務）

平成３年度の会社全体の費用支出状況で尋ねた「人件費」、「賃借料」、「減価償却費」に占める放送

番組制作業務の割合を質問した。
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（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　人件費

会社全体の「人件費合計」に占める放送番組制作業務に係る「人件費合計」の割合の平均は５

５．８％で、中央値は６０％である（回答８９社）。

（Ａ）役員給与・手当

平均　　　　　４２．３％　　　　中央値　　　　　４０％　　（回答９３社）

（Ｂ）従業者給与・手当

平均　　　　　５６．０％　　　　中央値　　　６２．５％　　（回答９６社）

Ｂ　賃借料

（Ａ）土地・建物

平均　　　　　４９．１％　　　　中央値　　　　　５０％　　（回答９１社）

（Ｂ）機械・設備

平均　　　　　５６．８％　　　　中央値　　　　　７０％　　（回答７７社）

Ｃ　減価償却費

平均　　　　　４５．１％　　　　中央値　　　　　５０％　　（回答７７社）

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　人件費

会社全体の「人件費合計」に占める放送番組制作業務に係る「人件費合計」の割合の平均は５

５．６％で、中央値は５２％である（回答１２６社）。

（Ａ）役員給与・手当

平均　　　　　４０．４％　　　　中央値　　　３４．５％　　（回答１１６社）

（Ｂ）従業者給与・手当

平均　　　　　５２．４％　　　　中央値　　　　　５０％　　（回答１２７社）

Ｂ　賃借料

（Ａ）土地・建物

平均　　　　　４４．５％　　　　中央値　　　　　４６％　　（回答１１３社）

（Ｂ）機械・設備

平均　　　　　５６．２％　　　　中央値　　　　　６２％　　（回答９９社）

Ｃ　減価償却費

平均　　　　　５２．１％　　　　中央値　　　　　５９％　　（回答１０９社）
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（３）資金の調達・運用状況及び設備投資状況

資金の調達・運用状況及び設備投資状況については、平成３年度における会社全体のものについ

て回答を求めた。また、放送番組制作業務に係わる固定資産額及び各年度の取得額も回答を求めた。

ア　資産

（ア）企画・演出を主とする事業者

「資産合計」の平均は３０億４，１０３万円で、中央値は１億８，５８２万円である（回答

１２２社）。

Ａ　流動資産

「流動資産合計」の平均は１８億６，９８９万円で、中央値は１億２，１２０万円である（回

答１１５社）。

（Ａ）現金・預金

平均　　４億２，９４３万円　　　中央値　　　３，３３２万円　　（回答１３１社）

（Ｂ）売上債権

平均　　４億８，０４４万円　　　中央値　　　４，６４２万円　　（回答１１８社）

（Ｃ）棚卸資産

平均　　６億６，９３４万円　　　中央値　　　　　５５６万円　　（回答１０３社）

Ｂ　固定資産

（Ａ）有形固定資産

ａ　建物及び構築物

平均　　３億４，５５６万円　　　中央値　　　　　６６万円　　（回答１２０社）

ｂ　機械及び設備

平均　　　　３，４０３万円　　　中央値　　　　２０３万円　　（回答１２６社）

ｃ　土地

平均　　３億６，１５５万円　　　中央値　　　　　　０万円　　（回答１１４社）

ｄ　建物仮勘定

平均　　　　６，２４４万円　　　中央値　　　　　　０万円　　（回答１０６社）

ｅ　その他

平均　　　　２，１０５万円　　　中央値　　　　１１１万円　　（回答１１８社）

（Ｂ）無形固定資産

平均　　　　４，７４０万円　　　中央値　　　　　６６万円　　（回答１２１社）

（Ｃ）投資その他の資産

平均　　４億５，４８０万円　　　中央値　　１，１６２万円　　（回答１１３社）

Ｃ　繰越資産

平均　　　　　　１３４万円　　　中央値　　　　　　０万円　　（回答１０９社）
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（イ）技術を主とする事業者

「資産合計」の平均は５億７，９５６万円で、中央値は１億９，６１４万円である（回答１６７社）

Ａ　流動資産

「流動資産合計」の平均は３億３，７３７万円で、中央値は１億２，２７７万円である（回答１

６７社）。

（Ａ）現金・預金

平均　　　　１億５４４万円　　　中央値　　　３，０５０万円　　（回答１８４社）

（Ｂ）売上債権

平均　　１億２，８７４万円　　　中央値　　　４，１８１万円　　（回答１７０社）

（Ｃ）棚卸資産

平均　　　　６，２５９万円　　　中央値　　　　　１５０万円　　（回答１５１社）

Ｂ　固定資産

（Ａ）有形固定資産

ａ　建物及び構築物

平均　　　　２，３６４万円　　　中央値　　　　　　４４万円　　（回答１７３社）

ｂ　機械及び設備

平均　　　　２，６５１万円　　　中央値　　　　　５００万円　　（回答１８１社）

ｃ　土地

平均　　　　１，９７５万円　　　中央値　　　　　　　０万円　　（回答１６５社）

ｄ　建物仮勘定

平均　　　　１，２２２万円　　　中央値　　　　　　　０万円　　（回答１６２社）

ｅ　その他

平均　　　　　　４３６万円　　　中央値　　　　　　８１万円　　（回答１７２社）

（Ｂ）無形固定資産

平均　　　　　　３０５万円　　　中央値　　　　　　４４万円　　（回答１７２社）

（Ｃ）投資その他の資産

平均　　１億２，６４９万円　　　中央値　　　　　８３５万円　　（回答１７１社）

Ｃ　繰越資産

平均　　　　　　２３７万円　　　中央値　　　　　　　０万円　　（回答１６３社）

イ　負債

（ア）企画・演出を主とする事業者

「負債合計」の平均は２０億９，８１４万円で、中央値は１億２，０１５万円である（回答１２１社）。
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Ａ　流動負債

「流動負債合計」の平均は１４億８，９９６万円で、中央値は７，４２７万円である（回答１１６

社）。

（Ａ）買入債務

平均　　４億８，７４６万円　　　　中央値　　　　３，２６４万円　　（回答１１８社）

（Ｂ）短期借入金

平均　　４億７，４４１万円　　　　中央値　　　　１，５００万円　　（回答１１６社）

Ｂ　固定負債

「固定負債合計」の平均は７億１５６万円で、中央値は２，６０７万円である（回答１１６社）。

（Ａ）社債

平均　　　　３，１９９万円　　　　中央値　　　　　　　　０万円　　（回答１０７社）

（Ｂ）長期借入金

平均　　３億２，９０７万円　　　　中央値　　　　１，１００万円　　（回答１１５社）

（イ）技術を主とする事業者

「負債合計」の平均は４億５，５３０万円で、中央値は１億１，８６１万円である（回答１８０社）。

Ａ　流動負債

「流動負債合計」の平均は３億５，７６４万円で、中央値は７，４７７万円である（回答１７３社）。

（Ａ）買入債務

平均　１億２，５０５万円　　　　中央値　　　　３，４３５万円　　（回答１５９社）

（Ｂ）短期借入金

平均　１億５，８６３万円　　　　中央値　　　　１，３０５万円　　（回答１７０社）

Ｂ　固定負債

「固定負債合計」の平均は１億１，２７４万円で、中央値は２，５６８万円である（回答１６６

社）。

（Ａ）社債

平均　　　　　　１７万円　　　　中央値　　　　　　　　０万円　　（回答１４５社）

（Ｂ）長期借入金

平均　　　１億１１２万円　　　　中央値　　　　１，７５０万円　　（回答１６３社）

ウ　資本

放送番組制作事業者の「資本金」規模についてみると、「１，０００万円～５，０００万円未満」の事

業者が５３．０％となっている。一方、「５，０００万円以上」は、僅か１２．２％でしかなかった。

放送番組制作業務の売上高が会社全体の売上高の５０％以上を占める事業者の「資本金」額は、「企画・

演出を主とする事業者」は「１，０００万円未満」が多く、「技術を主とする事業者」は「１，０００万

円～２，０００万円未満」が最も多くなっている。いずれの事業者も、「２，０００万円未満」の事業者

が７０％近くを占めている。
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（ア）企画・演出を主とする事業者

「資本合計」の平均は９億４，０３２万円で、中央値は３，０９６万円である（回答１２１社）。

Ａ　資本金

放送番組制作業務の売上高が会社全体の売上高の５０％以上の５２社の資本金額をみると、「１，

０００万円未満」が２１社（４０．４％）と最も多く、「２，０００万円未満」が３５社で６７．３％

を占める（第２－２図参照）。

この項目に回答した全事業者（１３２社）の平均は２億８，６７２万円であるが、調査対象の全

ての年度の売上高について回答のあった事業者についてのみ計算すると、平均資本金額は１，５５

１万円でしかない。

Ｂ　法定準備金

平均　　２億２，４１８万円　　　　中央値　　　　　２０万円　　（回答１１４社）

Ｃ　剰余金

平均　　４億５，４９９万円　　　　中央値　　　　９３５万円　　（回答１１３社）

（イ）技術を主とする事業者

「資本合計」の平均は９，８１９万円で、中央値は３，４４７万円である（回答１７０社）。

Ａ　資本金

放送番組制作業務の売上高が５０％以上の５６社の資本金額をみると、「１，０００万円～２，００

０万円未満」が１９社（３３．９％）と最も多く、「２，０００万円未満」が３７社で６６．１％を占

める（第２－２図参照）。
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この項目に回答した全事業者（１８６社）の平均は２，６８１万円である。しかし、調査対象の全

ての年度の売上高について回答のあった事業者についてのみ計算すると、平均資本金額は２，２６２

万円になる。

Ｂ　法定準備金

平均 　　４８４万円 中央値 　　　４０万円　　（回答１５９社）

Ｃ　剰余金

平均 ７，００４万円 中央値 １，５６９万円　　（回答１５８社）

エ　固定資産（放送番組制作業務関連）

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　有形固定資産

（Ａ）建物及び構築物

固定資産額 平均 ５７６万円 中央値 　　０万円　（回答４７社）

取得額

平成３年度 平均 　　０万円 中央値 　　０万円　（回答４４社）

平成４年度 平均 　　０万円 中央値 　　０万円　（回答４３社）

（Ｂ）機械及び設備

固定資産額 平均 １，８６７万円 中央値 ２４４万円　（回答６２社）

取得額

平成３年度 平均 ３９４万円 中央値 　　０万円　（回答５２社）

平成４年度 平均 ５２４万円 中央値 　２０万円　（回答５３社）

（Ｃ）土地

固定資産額 平均 　　０万円 中央値 　　０万円　（回答４６社）

取得額

平成３年度 平均 　　０万円 中央値 　　０万円　（回答４４社）

平成４年度 平均 　　０万円 中央値 　　０万円　（回答４３社）

Ｂ　無形固定資産

固定資産額 平均 ７１万円 中央値 ２０万円　（回答５６社）

取得額

平成３年度 平均 　７万円 中央値 　０万円　（回答４８社）

平成４年度 平均 　３万円 中央値 　０万円　（回答４６社）
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（イ）技術を主とする事業者

Ａ　有形固定資産

（Ａ）建物及び構築物

固定資産額 平均 １，６０５万円 中央値 ６５万円　（回答６９社）

取得額

平成３年度 平均 １５５万円 中央値 　０万円　（回答５２社）

平成４年度 平均 ２８６万円 中央値 　０万円　（回答５０社）

（Ｂ）機械及び設備

固定資産額 平均 ２，６０１万円 中央値 ６７６万円　（回答１０２社）

取得額

平成３年度 平均 １，６００万円 中央値 ２０９万円　（回答７５社）

平成４年度 平均 １，１９８万円 中央値 ２００万円　（回答６９社）

（Ｃ）土地

固定資産額 平均 １８８万円 中央値 　　０万円　（回答５４社）

取得額

平成３年度 平均 ０万円 中央値 　　０万円　（回答５０社）

平成４年度 平均 ０万円 中央値 　　０万円　（回答４８社）

Ｂ　無形固定資産

固定資産額 平均 １１３万円 中央値 ２５万円　（回答７８社）

取得額

平成３年度 平均 ７７万円 中央値 ０万円　（回答５２社）

平成４年度 平均 ３８万円 中央値 ０万円　（回答５３社）

オ　不足を感じる施設・設備

３つまでの複数選択で回答を求めた。結果は次のとおりである。

（ア）企画・演出を主とする事業者

最も多くの事業者が不足を感じいるのが、「編集室」及び「編集用器材」で、それぞれ２４社（４８．

０％）に及んでいる。次いで多いのが、「スタジオ」と「ＭＡルーム」で、それぞれ１９社（３８．０％）、

１４社（２８．０％）と続いている。（回答５０社）

（イ）技術を主とする事業者

最も多くの事業者が不足を感じいるのが、「編集用器材」で、６４社（６０．４％）に及んでいる。

次いで多いのが、「編集室」と「スタジオ」で、それぞれ４２社（３９．６％）、３６社（３４．０％）

と続いている。（回答１０６社）
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（４）従業者と労働環境

本調査では、「常時雇用従業者」とは、臨時・日雇・パートタイマーという名称の者でも、期間を定め

ずに又は１か月以上の期間を定めて雇用されている者及び調査日までの２か月間にそれぞれ１８日以上

事業所に雇用され、かつ調査日現在も継続して雇用されている者とした。

「新卒」とは、各年３月の新規学卒者（学校教育法に基づく中学、高校、高専、短大、大学、大学院、

専修学校、各種学校等の卒業者のほか、職業訓練校等の卒業者を含む。）についてその年の４月末日まで

の間に採用した者とした。また、「中途」とは、「新卒」以外の採用者とした。

従業者数は、「会社全体」と「うちテレビ・ラジオ放送番組制作業務担当」、「うちテレビ・ラジオコマ

ーシャル制作業務担当」に分け、さらにそれぞれを「有給役員」、「常時雇用従業者」、「常時雇用以外の

従業者」の３つに分けて回答を求めた。また、平成３年度実績と平成４年度実績見込、平成５年度見込

について、それぞれ回答を求めている。

ア　従業者数（会社全体）

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　有給役員

平成３年度 平均 ３．８人 中央値 　　３人　（回答１３６社）

平成４年度 平均 ３．７人 中央値 　　３人　（回答１２５社）

平成５年度 平均 ３．７人 中央値 　　３人　（回答１１３社）

Ｂ　常時雇用従業者

平成３年度 平均 ４９．４人 中央値 　１４人　（回答１３０社）

平成４年度 平均 ５２．５人 中央値 　１７人　（回答１１９社）

平成５年度 平均 ５５．０人 中央値 　１８人　（回答１０７社）

Ｃ　常時雇用以外の従業者

平成３年度 平均 ６．１人 中央値 　　１人　（回答１０６社）

平成４年度 平均 ６．０人 中央値 　　１人　（回答９９社）

平成５年度 平均 ６．０人 中央値 　　１人　（回答９１社）

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　有給役員

平成３年度 平均 ３．１人 中央値 　　３人　（回答１８５社）

平成４年度 平均 ３．１人 中央値 ２．５人　（回答１７６社）

平成５年度 平均 ３．２人 中央値 　　２人　（回答１４７社）
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Ｂ　常時雇用従業者

平成３年度 平均 ３３．８人 中央値 １６．５人　（回答１８８社）

平成４年度 平均 ３５．６人 中央値 　　１７人　（回答１８３社）

平成５年度 平均 ３８．２人 中央値 　　２０人　（回答１５５社）

Ｃ　常時雇用以外の従業者

平成３年度 平均 ５．９人 中央値 　　　２人　（回答１２０社）

平成４年度 平均 ６．９人 中央値 　　　３人　（回答１１６社）

平成５年度 平均 ７．０人 中央値 　　　２人　（回答１００社）

イ　従業者の平均年齢

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　有給役員

平均 ４９．４歳 中央値 ５０歳　（回答１０３社）

Ｂ　常時雇用従業者

平均 ３１．６歳 中央値 ３０歳　（回答９５社）

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　有給役員

平均 ４９．９歳 中央値 ５１歳　（回答１４３社）

Ｂ　常時雇用従業者

平均 ３０．５歳 中央値 ２９歳　（回答１３９社）

ウ　従業者数（放送番組制作業務）

平成３年度の調査対象事業者の放送番組制作業務に係る常時雇用従業者数は、１社平均は、２０．

０人となっている。規模別には、「１０人未満」の事業者が５５．７％、「１０～５０人未満」が３３．

０％、「５０人以上」が１１．３％となっている。

平成４年度の調査対象事業者の放送番組制作業務に係る常時雇用従業者の実績見込みは、１社あた

り平均２１．２人で、３年度実績と比較すると１．２人増と常時雇用従業者は増加傾向にある。

調査対象の年度の全てについて回答のあった事業者のみについて、平成３年度における「常時雇用

従業者数」及び「常時雇用以外の従業者数」の平均値を再計算すると次のようになる。

「企画・演出を主とする事業者」については、平成３年度の平均常時雇用従業者数は２３．７人で

ある。平均常時雇用以外の従業者数は５．３人となっており、従業者数の１８．３％を占めている。

これに対して、「技術を主とする事業者」においては、平成３年度の平均常時雇用従業者数は３０．３

人である。平均常時雇用以外の従業者数は５．９人となっており、従業者数の１６．３％を占めてい

る。
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以下には、事業者の主業務分類ごとに、「テレビ・ラジオ放送番組制作業務担当」及び「テレビ・ラ

ジオコマーシャル制作業務担当」の従業者数の推移を概観する。

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　テレビ・ラジオ放送番組制作業務担当

（Ａ）有給役員

平成３年度 平均 １．８人 中央値 　２人　（回答１１４社）

平成４年度 平均 １．８人 中央値 　２人　（回答１０４社）

平成５年度 平均 １．８人 中央値 　２人　（回答８９社）

（Ｂ）常時雇用従業者

平成３年度 平均 １９．９人 中央値 　８人　（回答１１３社）

平成４年度 平均 ２１．１人 中央値 １０人　（回答１０６社）

平成５年度 平均 ２２．９人 中央値 １１人　（回答９５社）

（Ｃ）常時雇用以外の従業者

平成３年度 平均 ４．４人 中央値 　１人　（回答８１社）

平成４年度 平均 ４．５人 中央値 　１人　（回答７７社）

平成５年度 平均 ４．７人 中央値 　１人　（回答７０社）

Ｂ　テレビ・ラジオコマーシャル制作業務担当

（Ａ）有給役員

平成３年度 平均 ０．５人 中央値 　０人　（回答５９社）

平成４年度 平均 ０．５人 中央値 　０人　（回答５６社）

平成５年度 平均 ０．４人 中央値 　０人　（回答５２社）

（Ｂ）常時雇用従業者

平成３年度 平均 ３．８人 中央値 　１人　（回答６８社）

平成４年度 平均 ３．７人 中央値 　１人　（回答６７社）

平成５年度 平均 ３．９人 中央値 　１人　（回答６３社）

（Ｃ）常時雇用以外の従業者

平成３年度 平均 ０．９人 中央値 　０人　（回答５０社）

平成４年度 平均 ０．９人 中央値 　０人　（回答５０社）

平成５年度 平均 １．２人 中央値 　０人　（回答４７社）



41

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　テレビ・ラジオ放送番組制作業務担当

（Ａ）有給役員

平成３年度 平均 　１．７人 中央値 　１人　（回答１１６社）

平成４年度 平均 　１．７人 中央値 　１人　（回答１００社）

平成５年度 平均 　１．７人 中央値 　１人　（回答８９社）

（Ｂ）常時雇用従業者

平成３年度 平均 ２２．８人 中央値 　８人　（回答１３８社）

平成４年度 平均 ２４．９人 中央値 　９人　（回答１２４社）

平成５年度 平均 ２６．５人 中央値 １０人　（回答１１３社）

（Ｃ）常時雇用以外の従業者

平成３年度 平均 　４．５人 中央値 　１人　（回答１０２社）

平成４年度 平均 　４．９人 中央値 　２人　（回答９５社）

平成５年度 平均 　４．４人 中央値 　１人　（回答８７社）

Ｂ　テレビ・ラジオコマーシャル制作業務担当

（Ａ）有給役員

平成３年度 平均 　１．２人 中央値 　１人　（回答１０１社）

平成４年度 平均 　１．１人 中央値 　１人　（回答８８社）

平成５年度 平均 　１．１人 中央値 　１人　（回答７９社）

（Ｂ）常時雇用従業者

平成３年度 平均 　７．５人 中央値 　３人　（回答１１４社）

平成４年度 平均 　８．３人 中央値 　３人　（回答１０５社）

平成５年度 平均 　８．８人 中央値 　３人　（回答９３社）

（Ｃ）常時雇用以外の従業者

平成３年度 平均 　１．４人 中央値 　０人　（回答８１社）

平成４年度 平均 　１．３人 中央値 　０人　（回答７２社）

平成５年度 平均 　１．６人 中央値 　０人　（回答６６社）

エ　労働時間等（放送番組制作業務の常時雇用従業者）

本調査では、「休日」とは、労働基準法に定める週休日のほか、労働協約、就業規則、慣行などにより

休日と定められている日（国民の祝日、年末年始、創立記念日、有給休暇等）を含むものとした。また、

常時雇用従業者に関する平均年間総実労働時間と年間休日日数の回答を求めている。

平均年間総実労働時間数についてみると、「企画・演出を主とする事業者」及び「技術を主とする事業

者」とも、全産業の平均を上回っている。



42

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　平均年間総実労働時間数

常時雇用従業者の平均年間総実労働時間数をみると、平成３年度実績２，２１７時間、平成４年

度実績見込み２，１２９時間となっており、両年度とも「毎月勤労統計調査」（労働省）の全産業（従

業者数５人以上）の平均年間労働時間の平成３年２，０２３時間及び平成４年１，９８２時間を上

回っている。

平成３年度の内訳をみると、回答のあった１１１社のうち「２，２００時間以上」が５４社で４

８．６％と約半数を占めており、「３，０００時間以上」は６社（５．４％）ある（第２－３図参照）。

Ｂ　平均年間休日日数

平成３年度 平均 １０３．０日 中央値 ９８日　（回答１１３社）

平成４年度 平均 １０３．３日 中央値 １００日　（回答１１１社）

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　平均年間総実労働時間数

同様に、平成３年度実績２，１８９時間、平成４年度実績見込み２，１０５時間となっており、

両年度とも全産業の平均時間を上回っている。

平成３年度の内訳をみると、回答のあった１４９社のうち「２，２００時間以上」が８２社で５

５．０％と半数以上を占めており、「３，０００時間以上」も１６社（１０．７％）ある（第２－３

図参照）。



43

Ｂ　平均年間休日日数

平成３年度 平均 　９８．０日 中央値 　９８日　（回答１５８社）

平成４年度 平均 １０３．０日 中央値 １０５日　（回答１４９社）

オ　採用状況（放送番組制作業務に携わる常時雇用従業者）

採用に関しては、「新卒」と「中途」に分け、それぞれをさらに「募集者数」、「応募者数」、「採用者数」

に分類して回答を求めた。

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　新卒

（Ａ）募集者数

平成３年度 平均 ３．５人 中央値 　　３人　（回答７０社）

平成４年度 平均 ３．１人 中央値 　　３人　（回答７１社）

平成５年度 平均 ２．０人 中央値 　　２人　（回答７３社）

（Ｂ）応募者数

平成３年度 平均 ４３．３人 中央値 　１０人　（回答７３社）

平成４年度 平均 ４９．０人 中央値 　１０人　（回答７３社）

（Ｃ）採用者数

平成３年度 平均 ３．０人 中央値 　　２人　（回答８１社）

平成４年度 平均 ２．９人 中央値 　　３人　（回答８２社）

Ｂ　中途

（Ａ）募集者数

平成３年度 平均 １．５人 中央値 　　０人　（回答６０社）

平成４年度 平均 １．３人 中央値 　　０人　（回答６５社）

平成５年度 平均 １．４人 中央値 　　０人　（回答７５社）

（Ｂ）応募者数

平成３年度 平均 ３．３人 中央値 　　１人　（回答５９社）

平成４年度 平均 ４．１人 中央値 　　０人　（回答５８社）

（Ｃ）採用者数

平成３年度 平均 １．９人 中央値 　　１人　（回答８１社）

平成４年度 平均 １．９人 中央値 　　１人　（回答７９社）
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（イ）技術を主とする事業者

Ａ　新卒

（Ａ）募集者数

平成３年度 平均 ４．０人 中央値 　　２人　（回答８２社）

平成４年度 平均 ３．８人 中央値 　　２人　（回答８８社）

平成５年度 平均 ２．３人 中央値 　　１人　（回答１０９社）

（Ｂ）応募者数

平成３年度 平均 ２１．７人 中央値 　　８人　（回答９５社）

平成４年度 平均 ２５．１人 中央値 　　７人　（回答９５社）

（Ｃ）採用者数

平成３年度 平均 ３．８人 中央値 　　２人　（回答１２２社）

平成４年度 平均 ３．８人 中央値 　　２人　（回答１２４社）

Ｂ　中途

（Ａ）募集者数

平成３年度 平均 ２．８人 中央値 　　２人　（回答７８社）

平成４年度 平均 １．６人 中央値 　　０人　（回答７１社）

平成５年度 平均 １．１人 中央値 　　０人　（回答８６社）

（Ｂ）応募者数

平成３年度 平均 １０．３人 中央値 　　５人　（回答８３社）

平成４年度 平均 ９．０人 中央値 １．５人　（回答７６社）

（Ｃ）採用者数

平成３年度 平均 ２．８人 中央値 　　２人　（回答１２５社）

平成４年度 平均 ２．１人 中央値 　　１人　（回答１１３社）

カ　離職者数（放送番組制作業務に携わる常時雇用従業者）

（ア）企画・演出を主とする事業者

平成３年度 平均 ３．２人 中央値 　　２人　（回答８８社）

平成４年度 平均 ２．７人 中央値 　　１人　（回答８５社）

平成５年度 平均 １．４人 中央値 　　０人　（回答６７社）

（イ）技術を主とする事業者

平成３年度 平均 ３．０人 中央値 　　１人　（回答１３４社）

平成４年度 平均 ３．０人 中央値 　　１人　（回答１２４社）

平成５年度 平均 １．２人 中央値 　　０人　（回答８４社）
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キ　専門職充足状況

専門職に関しては、平成３年度末現在における放送番組制作業務に携わる１２種の専門職（嘱託員、

長期契約者、作品契約者を含む。）数の回答を求めた。なお、調査日現在での記入が困難な場合は、平成

４年１０月３１日現在で回答を求めた。

主要職務の概要を若干まとめると次のとおりである。

ディレクター 具体的な映像・イメージ作りなどを行う

アシスタントディレクター ディレクターを補佐する

プロデューサー 番組の企画、出演者との交渉等番組制作の総括的

な管理を行う

アシスタントプロデューサー プロデューサーを補佐する

制作デスク 番組制作に係る事務連絡を行う

プランナー 主としてバラエティ番組などの企画を行う

総括的にみると、平成３年度末現在における放送番組制作業務に携わる平均専門職数に関しては、「企

画・演出を主とする事業者」では「ディレクター」が最も多く、「技術を主とする事業者」では「カメラ

マン、カメラマン助手」が最も多い。

続いて、各専門職にどの程度不足を感じているか、その程度を、「番組制作内容に影響するほどの不足

している。」、「不足しているが制作内容には影響が無い。」、「不足してはいない。」の３段階で回答を求め

た。

職種別にみた放送番組制作に携わる専門職の過不足状況をみると、「番組制作内容に影響するほど不足

している。」及び「不足しているが制作内容には影響がない。」と回答した職種で最も多かったのは、「デ

ィレクター」で７２．９％の事業者が不足していると回答している。その他では、「アシスタントディレ

クター」（７２．４％）、「プロデューサー」（６６．７％）となっており、これをみると「プロデューサ

ー」、「ディレクター」という番組制作全般を指揮する職種が不足していることがわかる。

業務内容別に不足を感じる比率が高い専門職についてみると、企画・演出を主とする事業者は「アシ

スタントディレクター」、「ディレクター」、技術を主とする事業者は「プランナー」、「照明、照明助手」、

「ディレクター」である。

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　専門職数

平成３年度末現在の放送番組制作業務に携わる平均専門職（嘱託員、長期契約者、作品契約者を

含む。）数をみると、「ディレクター」の６．７人が最も多く、「アシスタントディレクター」（６．

５人）、「プロデューサー」（５．７人）が５人以上となっている（第２－４図参照）。
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Ｂ　専門職の不足状況

専門職の不足を感じる程度については、「番組制作内容に影響するほど不足している。」と感じる

比率が高いのは、「アシスタントディレクター」（２７．４％）、「プランナー」（２３．１％）である。

「不足している。」と感じている専門職としては、「アシスタントプロデューサー、制作主任」（５

６．８％）、「プロデューサー」（５６．４％）、「アシスタントディレクター」（５５．８％）、「ディ

レクター」（５１．３％）がそれぞれ５０％を超えている。両者を合わせて不足を感じる比率が高い

のは、「アシスタントディレクター」（８３．２％）、「ディレクター」（７１．８％）である（第２－

５－１図参照）。

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　専門職数

平均専門職数をみると、「カメラマン、カメラマン助手」の１０．０人が最も多く、「編集、編集

助手」（５．８人）、「録音、録音助手」（５．４人）が５人以上となっている（第２－３図参照）。

Ｂ　専門職の不足状況

「番組制作内容に影響するほど不足している。」と感じる比率が高いのは、「ディレクター」（２１．

６％）である。「不足している」と感じている専門職としては、「照明、照明助手」（６６．７％）、「プ

ランナー」（６１．７％）、「編集、編集助手」（６０．４％）等が５０％を超えている。両者を合わ

せて不足を感じる比率が高いのは、「プランナー」（７３．４％）、「照明、照明助手」（７３．４％）、

「ディレクター」（７２．０％）である（第２－５－２図参照）。
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（５）制作の実態と著作権関係

契約先数については（１）で触れたので、本節では契約の形態と著作権に関して述べる。

ア　契約までの形態

本調査では、平成３年度におけるテレビ放送番組制作に係わる総契約件数を１００％として、放送

局との契約までの形態の総契約件数に占める比率（％）の回答を求めた。契約までの形態は、「企画入

札契約」、「放送局からの企画持込」、「代理店からの企画持込」、「その他」の４つである。

総括的には、「放送局からの企画持込」が最も多く、４３．８％を占めている。次いで「代理店から

の企画持込」が２２．５％であった。「企画入札契約」は１６．７％と最も少ない。

（ア）企画・演出を主とする事業者

Ａ　企画入札契約

平均 ２３．３％ 中央値 　５％　　（回答１２４社）

Ｂ　放送局からの企画持込

平均 ４９．７％ 中央値 ５０％　　（回答１２４社）

Ｃ　代理店からの企画持込

平均 １６．３％ 中央値 　５％　　（回答１２４社）

Ｄ　その他

平均 １０．７％ 中央値 　０％　　（回答１２４社）

（イ）技術を主とする事業者

Ａ　企画入札契約

平均 　９．４％ 中央値 　０％　　（回答１５３社）

Ｂ　放送局からの企画持込

平均 ４１．０％ 中央値 ３０％　　（回答１５３社）

Ｃ　代理店からの企画持込

平均 ２３．１％ 中央値 １０％　　（回答１５３社）

Ｄ　その他

平均 ２６．６％ 中央値 　２％　　（回答１５３社）

イ　著作権・放送権

著作権に関しては、平成３年度に制作したテレビ放送番組（コマーシャルを除く）の契約における

著作権（著作財産権）の所在について、テレビ放送番組制作の総制作本数に占める比率（％）の回答

を求めた。「放送権」と「放送以外の利用権」を区別した。回答カテゴリーは、「放送番組制作業者が

所有」、「放送番組制作業者と放送局との共有」、「放送局が所有（２年未満）」、「放送局が所有（２年以

上）」、「放送局が所有（無制限）」の５つである。
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（ア）放送権

放送権については、「放送局が制限なしで所有」していることが最も多い。各カテゴリーごとにみ

ると次のとおりである。

Ａ　放送番組制作業者が所有

「０％」との回答が最も多く１１．０％である。このカテゴリーへの有効回答数自体も１５．

３％で、放送番組制作事業者が放送権を所有することは、かなり稀なことと思われる。

Ｂ　放送番組制作業者と放送局との共有

「０％」が最も多く８．２％である。ここでも有効回答数が１３．９％であることを考慮する

と、ほとんどは０％と考えられる。

Ｃ　放送局が所有（２年未満）

「０％」が多く５．９％である。

Ｄ　放送局が所有（２年以上）

「０％」が多く６．５％である。

Ｅ　放送局が所有（無制限）

「１００％」が最も多く１３．３％である。次に多いのは、「５１～１００％未満」で３．５％

である。

（イ）放送以外の利用権

「放送以外の利用権」については、どのカテゴリーでも「０％」が多く、この権利自身が契約上

はっきり規定されていないことが予想される。

Ａ　放送番組制作業者が所有

「０％」であるという回答が最も多く１０．２％である。有効回答数は全体の１５．７％であ

り、３分の２は「０％」という回答である。

Ｂ　放送番組制作業者と放送局との共有

「０％」が最も多く８．６％である。

Ｃ　放送局が所有（２年未満）

「０％」が最も多く７．６％である。５１％の範囲に入るものはなかった。

Ｄ　放送局が所有（２年以上）

「０％」が最多で６．９％である。比率が２１％以上であるのは、わずか１社であった。

Ｅ　放送局が所有（無制限）

「０％」が最も多く６．５％である。
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（６）企業の特性

調査対象事業者の地域別分布をみると、関東地方が５７．４％、近畿地方が１０．５％、九州地方が

８．１％となっている。都道府県別では、東京についてみると、全体の５５．０％と半数以上が集中し

ており、その次の大阪が７．５％と放送番組制作事業者も東京に一極集中していることがうかがえる。

ここでは、主業務ごとの分類ではなく、放送番組制作業全体の傾向を概括する。

ア　経営組織

４３１社（８９．０％）の事業者が「株式会社」の形態をとっている。次いで、「有限会社」４３社

（８．９％）、「個人経営」６社（１．２％）の順となっている。

イ　業務開始時期

テレビ放送番組制作業務を開始した時期は、「昭和５６年（１９８１）～平成２年（１９９０）」の

１０年間が２１０社（６１．８％）と最も多く、業務を開始して１０年以内の新しい事業者が多い。

次いで、放送局が番組制作を外部に委託するようになったといわれる「昭和４６年～５５年」に業務

を開始した事業者が７７社（２２．６％）であった。「昭和４５年以前」から業務を開始している事業

者も４１社（１２．１％）存在する。

テレビ番組制作業務、テレビコマーシャル制作業務、ラジオ番組制作業務、ラジオコマーシャル制

作業務の開始時期をみると、いずれの業務についても「昭和５６年（１９８１）～平成２年（１９９

０）」の１０年間に過半数の事業者が開始している（第２－６図参照）。
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ウ　開設形態

「創業・創設」が２４５社で５５．６％を占め、次いで「企業内の一部門として」が９０社（２０．

４％）、「他の企業からの分離・独立」が７８社（１７．７％）、「他の事業からの転換」が２８社（６．

３％）の順である。このように、放送番組制作業務に携わっている事業者は、当初から当該業務を目

的として新しく設立された場合が多いことがわかる。

エ　参入する前の主な業種

「創業・創設」以外の事業者（１４５社）が放送番組制作業に進出する前に携わっていた業種（進

出以降も引き続き行っている場合を含む。）については、「テレビ放送業」が４０社（２７．６％）で

最も多かった。次は「広告業」の２２社（１５．２％）である。なお、「その他」の回答が５８社（４

０．０％）もあり、前業種は多様である。
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（７）今後の事業展望

今後の取り組みに関しては、選択肢を用意して、それらに対しての回答を求めた。

今後、取り組む業務内容や新技術をみると、「１年以内に取組を計画している。」という回答で多かっ

たのは、「ケーブルテレビへの映像供給」で、これは地上波や衛星放送向けのテレビ番組だけでなく、ケ

ーブルテレビにもマーケットを広げ、業務の拡充に努めるという意向の表れと考えられる。

「２～３年後には取り組みたい。」という回答では「ハイビジョン」（２６．４％）、「ケーブルテレビ

への映像供給」（２５．９％）、「マルチメディア」（２５．４％）が多い。このうち、「ハイビジョン」、「マ

ルチメディア」については、今後、急速な普及が見込まれるため、早急に対応したいという意思の表れ

と思われる。

ア　企画・演出を主とする事業者

（ア）制作

Ａ　放送番組制作

「既に取組んでいる。」事業者は１３４社（９１．８％）である。また、２、３年後までに取組

の計画がある事業者は４社（２．７％）である。（回答１４６社）

Ｂ　コマーシャル制作

「既に取組んでいる。」事業者は７９社（５４．１％）である。また、２、３年後までに取組の

計画がある事業者は３０社（２０．５％）である。（回答１４６社）

Ｃ　制作・イベント博展関係

「既に取組んでいる。」事業者は８２社（５６．２％）である。また、２、３年後までに取組の

計画がある事業者は２４社（１６．４％）である。（回答１４６社）

（イ）流通

Ａ　販売用ソフト

「既に取組んでいる。」事業者は５１社（３４．９％）である。また、２、３年後までに取組の

計画がある事業者は４５社（３０．８％）である。（回答１４６社）

Ｂ　ケーブルテレビへの映像供給

「既に取組んでいる。」事業者は２８社（１９．２％）である。また、２、３年後までに取組の

計画がある事業者は５４社（３７．０％）である。（回答１４６社）

Ｃ　流通・衛星放送（ＣＳを含む。）

「既に取組んでいる。」事業者は４３社（２９．５％）である。また、２、３年後までに取組の

計画がある事業者は４４社（３０．１％）である。（回答１４６社）
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（ウ）技術

Ａ　マルチメディア

「既に取組んでいる。」事業者は１０社（６．８％）である。また、２、３年後までに取組の計

画がある事業者は４７社（３２．１％）である。（回答１４６社）

Ｂ　ハイビジョン

「既に取組んでいる。」事業者は２６社（１７．８％）である。また、２、３年後までに取組の

計画がある事業者は４３社（２９．５％）である。（回答１４６社）

（エ）その他

「既に取組んでいる。」事業者は７社（５８．３％）である。また、２、３年後までに取組の計

画がある事業者は５社（４１．７％）である。（回答１２社）

イ　技術を主とする事業者

（ア）制作

Ａ　放送番組制作

「既に取組んでいる。」事業者は１４９社（７５．３％）である。また、２、３年後までに取組

の計画がある事業者は１４社（７．１％）である。（回答１９８社）

Ｂ　コマーシャル制作

「既に取組んでいる。」事業者は１４５社（７３．２％）である。また、２、３年後までに取組

の計画がある事業者は１８社（９．１％）である。（回答１９８社）

Ｃ　制作・イベント博展関係

「既に取組んでいる。」事業者は９１社（４６．０％）である。また、２、３年後までに取組の

計画がある事業者は３８社（１９．２％）である。（回答１９８社）

（イ）流通

Ａ　販売用ソフト

「既に取組んでいる。」事業者は５８社（２８．３％）である。また、２、３年後までに取組の

計画がある事業者は４２社（２１．２％）である。（回答１９８社）

Ｂ　ケーブルテレビへの映像供給

「既に取組んでいる。」事業者は２０社（１０．１％）である。また、２、３年後までに取組の

計画がある事業者は６５社（３２．８％）である。（回答１９８社）

Ｃ　流通・衛星放送（ＣＳを含む。）

「既に取組んでいる。」事業者は３０社（１５．２％）である。また、２、３年後までに取組の

計画がある事業者は３９社（１９．７％）である。（回答１４６社）
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（ウ）技術

Ａ　マルチメディア

「既に取組んでいる。」事業者は１６社（８．１％）である。また、２、３年後までに取組の計

画がある事業者は７０社（３５．４％）である。（回答１９８社）

Ｂ　ハイビジョン

「既に取組んでいる。」事業者は２４社（１２．２％）である。また、２、３年後までに取組の

計画がある事業者は７２社（３６．７％）である。（回答１９６社）

（エ）その他

「既に取組んでいる。」事業者は４社（４０．０％）である。また、２、３年後までに取組の計画

がある事業者は６社（６０％）である。（回答１０社）
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３　ケーブルテレビ番組供給業

多メディア・多チャンネル化を担う一翼として、近年、都市型ケーブルテレビを初めとする多チャンネ

ルケーブルテレビの普及が進展し、その進展に合わせて、ケーブルテレビに多彩な映像ソフトを提供する

ケーブルテレビ番組供給事業が活発化している。放送番組を自ら制作し又は他から供給を受けて自主放送

を行うケーブルテレビは、平成４年３月末現在、４９０施設が許可を受け、４３２施設が放送サービスを

開始している。このうち、大規模、多チャンネルで双方向機能を持ついわゆる「都市型ケーブルテレビ」

は、１３４施設（１２６事業者）が許可を受け、９９施設（９２事業者）が放送サービスを行っている。

本調査では、「ケーブルテレビ番組供給業（業務、事業）」とは、番組を自社制作しているか否かにかか

わらず、ケーブルテレビ事業者へ放送番組を供給する業務とした。

（１）運営業務の形態

ア　契約ケーブルテレビ事業者数

平成３年度の平均契約先会社数は５８．９社である。このうち平成３年度内に新たに契約した会

社数は１事業者あたり平均２３．６社で、平均契約先会社数の４０．１％を占めている。

平成３年度における契約先会社数別の内訳をみると、「１０社未満」が３社、「１０～５０社未満」

が７社、「５０～１００社未満」が７社、「１００社以上」が５社である（第３－１図参照）。
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平均契約先会社数の推移を年度別にみると、平成３年度実績５８．９社に対し、４年度実績見込

み７８．０社（対前年度比３２．４％増）、５年度見込み９５．８社（対前年度比２２．８％増）と

順調な伸びを見込んでいる。

イ　新規事業者数

平成３年度 平均 ２３．６社 中央値 ２０．５社　　　（回答２０社）

平成４年度 平均 １９．３社 中央値 　　１２社　　　（回答２２社）

平成５年度 平均 １６．３社 中央値 　　１５社　　　（回答１８社）

ウ　番組ソフト調達方法別比率

平成３年度における番組ソフトの調達方法をみると、「自社制作」が４１．１％、「国内製ソフト

購入」が２２．４％、「海外製ソフト購入」が１７．１％、「委託制作」が１４．３％であり、「共同

制作」は０．３％と低い。

（ア）自社制作

平均 ４１．１％ 中央値 　１２％　　　（回答２０社）

（イ）共同制作

平均 　０．３％ 中央値 　　０％　　　（回答２０社）

（ウ）委託制作

平均 １４．３％ 中央値 　　０％　　　（回答２０社）

（エ）国内製ソフト購入

平均 ２２．４％ 中央値 ７．５％　　　（回答２０社）

（オ）海外製ソフト購入

平均 １７．１％ 中央値 ０．５％　　　（回答２０社）

（カ）その他

平均 　　　５％ 中央値 　　０％　　　（回答２０社）

以上の６調達方法のうちいずれか１つの方法で９０％以上調達していると回答をしている番組

供給事業者数は、自社制作６者、委託制作２者、国内製ソフト２者、海外製ソフト１者、その他

１者となり、合計で１２者が含まれる。半数以上の供給業者は、いずれか一つの調達方法を主に

採用している。

エ　供給方法

供給方法は、ケーブルテレビ事業者に対して供給している全番組数に占める比率（％）の回答を

求めた。

平成３年度のケーブルテレビ事業者への番組供給方法については、回答のあった２１社のうち「衛

星通信」を利用している事業者が１５社、「テープ」が１１社、「地上回線」が５社である。

ケーブルテレビ事業者への番組供給方法として、一つの供給方法のみによって供給を行っている

事業者では「衛星通信による供給」が８社と最も多く、「地上回線による供給」の１社、「テープに
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よる供給方法」の５社を上回った（第３－２図参照）。

（ア）衛星通信

平成３年度 平均 ５７．８％ 中央値 ８９％　（回答２１社）

平成４年度 平均 ６０．０％ 中央値 ９５％　（回答２１社）

平成５年度 平均 ５９．３％ 中央値 ９７％　（回答２１社）

（イ）地上回線

平成３年度 平均 　７．２％ 中央値 　０％　（回答２１社）

平成４年度 平均 　６．７％ 中央値 　０％　（回答２１社）

平成５年度 平均 　６．２％ 中央値 　０％　（回答２１社）

（ウ）テープ

平成３年度 平均 ３３．３％ 中央値 　０％　（回答２１社）

平成５年度 平均 ３４．５％ 中央値 　０％　（回答２１社）
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（２）運営業務の損益状況

ア　損益状況（会社全体）

（ア）営業損益

Ａ　売上高

平成３年度 平均 ５００億９，７６２万円 中央値 ４億３，４４８万円　（回答２０社）

平成４年度 平均 ４１６億４，１８９万円 中央値 ６億９，５９６万円　（回答１８社）

平成５年度 平均 　　８億３，６７３万円 中央値 ４億８，０００万円　（回答１５社）

Ｂ　売上原価

平成３年度 平均 ３７４億５，２５９万円 中央値 　５億７，１９９万円　（回答２１社）

平成４年度 平均 １７８億３，４６５万円 中央値 １２億１，５２８万円　（回答１７社）

Ｃ　販売費・一般管理費

平成３年度 平均 １０８億２，３８３万円 中央値 １億８，８８３万円　（回答２０社）

平成４年度 平均 １７３億３，７５６万円 中央値 ２億６，１４１万円　（回答１７社）

（イ）営業外損益

平成３年度 平均 １１億７，２１３万円 中央値 　　　２２２万円　（回答１９社）

平成４年度 平均 　８億７，２１７万円 中央値 　　　　　０万円　（回答１７社）

平成５年度 平均 　－４，８２８万円 中央値 　　　　　０万円　（回答１２社）

（ウ）特別損益

平成３年度 平均 ２億２，５８４万円 中央値 　　　　　０万円　（回答１６社）

平成４年度 平均 －５億６，６４７万円 中央値 　　　　　０万円　（回答１３社）

平成５年度 平均 　　　　　　０万円 中央値 　　　　　０万円　（回答９社）

イ　損益状況：営業損益（ケーブルテレビ番組供給業務）

（ア）売上高

ケーブルテレビ番組供給業務に係る売上高をみると、平成３年度実績額で「１億円未満」の事業者

が回答のあった１９社のうち１０社（５２．６％）で最も多い。次いで、「１億円～５億円未満」が

６社（３１．６％）で、売上５億円未満の事業者が８割以上を占めている。「１０億以上」の売上を

あげている事業者は、わずか１社（５．３％）であった。

また、業務の専業性について検討すると、番組供給業務の売上高が会社全体の売上高の５０％以上

を占める事業者は、有効回答１７社のうち８社（４７．１％）である。

平均売上高については、平成３年度から５年度までの当該業務売上高の全て回答のあった１３社に

ついて計算すると、平成３年度は平均２億６，０９４万円、４年度は３億４，１０２万円（対前年度

比３０．７％増）、５年度は４億５，２１９万円（対前年度比３２．６％増）と大幅な売上げの増加

が見込まれている。
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（イ）売上原価

平成３年度 平均 ４億４，００２万円 中央値 １億２，４８０万円　（回答１５社）

平成４年度 平均 ５億３，９９６万円 中央値 １億４，６００万円　（回答１５社）

（ウ）外注加工費

平成３年度 平均 　　２億８１６万円 中央値 　　１，１６４万円　（回答８社）

平成４年度 平均 ２億６，１１０万円 中央値 　　１，２２０万円　（回答９社）

（エ）販売費・一般管理費

平成３年度 平均 　　９，３５４万円 中央値 　　３，２００万円　（回答１３社）

平成４年度 平均 　　９，０１１万円 中央値 　　４，０００万円　（回答１３社）

ウ　費用支出状況（会社全体）

次に、質問表では、事業者の経営状態を把握するために、平成３年度における会社全体の主要な支出

費目の状況を尋ねた。主な項目は、「人件費」、「賃借料」、「減価償却費」である。細目として、「人件費」

については、「役員給与・手当」と「従業者給与・手当」の回答を、また「賃借料」については、「土地・

建物」と「機械・設備」に係る支出の回答を求めた。

（ア）人件費

「人件費合計」の平均は６１億３，８３２万円、中央値は９，２５６万円である（回答１９社）。

Ａ　役員給与・手当

平均 ５，６６４万円 中央値 　１，１３９万円　（回答１８社）

Ｂ　従業者給与・手当

平均 ５３億５，６２１万円 中央値 　６，３８１万円　（回答１８社）

（イ）賃借料

Ａ　土地・建物

平均 １５億８，８５１万円 中央値 　２，３１６万円　（回答１９社）

Ｂ　機械・設備

平均 １２億９，１６５万円 中央値 　　　９７６万円　（回答１８社）

（ウ）減価償却費

平均 １６億９，１３５万円 中央値 　　　５２０万円　（回答１９社）
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エ　費用支出状況（ケーブルテレビ番組供給事業）

ケーブルテレビ番組供給業務に係る具体的な支出額を把握するために、各事業者の会社全体の主要支

出に占める当該業務の割合を尋ねた。

（ア）人件費

会社全体の「人件費合計」に占めるケーブルテレビ番組供給業務に係る「人件費合計」の割合の平

均は６０．２％で、中央値は１００％である（回答１１社）。

Ａ　役員給与・手当

平均 ４１．０％ 中央値 　　１％　　　（回答１１社）

Ｂ　従業者給与・手当

平均 ６３．８％ 中央値 １００％　　　（回答１２社）

（イ）賃借料

Ａ　土地・建物

平均 ６６．６％ 中央値 １００％　　　（回答１１社）

Ｂ　機械・設備

平均 ４８．３％ 中央値 　５０％　　　（回答９社）

（ウ）減価償却費

平均 ５２．７％ 中央値 　５０％　　　（回答９社）
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（３）資金の調達・運用状況及び設備投資状況

資金の調達・運用状況及び設備投資状況については、平成３年度における会社全体のものについて回

答を求めた。また、ケーブルテレビ番組供給業務に係わる固定資産額及び各年度の取得額も回答を求め

た。

ア　資産

「資産合計」の平均は４５２億６，５４９万円で、中央値は５億５，８２５万円である（回答１７社）。

（ア）流動資産

「流動資産合計」の平均は３１７億４，１６０万円で、中央値は４億８，１８２万円である（回答

１６社）。

Ａ　現金・預金

平均 ６１億４，６４１万円 中央値 ２億５１０万円　（回答１６社）

Ｂ　売上債権

平均 ７９億３，６３７万円 中央値 ６，０６８万円　（回答１７社）

Ｃ　棚卸資産

平均 ７０億４，５４３万円 中央値 １，４６９万円　（回答１６社）

（イ）固定資産

Ａ　有形固定資産

（Ａ）建物及び構築物

平均 １９億６，５２５万円 中央値 　　　　０万円　（回答１６社）

（Ｂ）機械及び装置

平均 １２億６，３９８万円 中央値 １，４３７万円　（回答１６社）

（Ｃ）土地

平均 １７億１，００８万円 中央値 　　　　０万円　（回答１５社）

（Ｄ）建物仮勘定

平均 　２億７，７６７万円 中央値 　　　　０万円　（回答１５社）

（Ｅ）その他

平均 １０億６，８６８万円 中央値 　　　４４万円　（回答１５社）

Ｂ　無形固定資産

平均 　　　２，９７０万円 中央値 　　　４４万円　（回答１７社）

Ｃ　投資その他の資産

平均 ６５億５，０４６万円 中央値 ２，２９０万円　（回答１７社）

（ウ）繰延資産

平均 　　　３，２４７万円 中央値 　　　　０万円　（回答１３社）
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イ　負債

「負債合計」の平均は２０２億８，７２８万円で、中央値は９億８７１万円である（回答１６社）。

（ア）流動負債

「流動負債合計」の平均は１３９億３，５０１万円で、中央値は４億４，４４５万円である（回答

１６社）。

Ａ　買入債務

平均 ８０億４，０６２万円 中央値 １億４４１万円　（回答１８社）

Ｂ　短期借入金

平均 　１億９，９２７万円 中央値 　　　　０万円　（回答１５社）

（イ）固定負債

「固定負債合計」の平均は７２億４，３８９万円で、中央値は１２５万円である（回答１４社）。

Ａ　社債

平均 ３４億７，６４５万円 中央値 　　　　０万円　（回答１４社）

Ｂ　長期借入金

平均 　５億２，８８８万円 中央値 　　　　０万円　（回答１４社）

ウ　資本

「資産合計」の平均は２７７億６，７５８万円で、中央値は１億２，７７２万円である（回答１６社）。

（ア）資本金

ケーブルテレビ番組供給事業者の規模は、資本金が「１０億円未満」の事業者が９社（４７．４％）、

「１０億円以上」の事業者が１０社（５２．６％）となっている。

（イ）法定準備金

平均 　６９億９，３０３万円 中央値 　　　　０万円　（回答１３社）

（ウ）剰余金

平均 １７４億８，０３９万円 中央値 　　　　０万円　（回答１５社）

エ　固定資産（ケーブルテレビ番組供給業務）

（ア）有形固定資産

Ａ　建物及び構築物

固定資産額 平均 ３億９，９５７万円 中央値 　　０万円　（回答９社）

取得額

平成３年度 平均 １億３，４４０万円 中央値 　　０万円　（回答９社）

平成４年度 平均 １億３，５９１万円 中央値 　　０万円　（回答７社）
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Ｂ　機械及び装置

固定資産額 平均 ６，４０４万円 中央値 １，００５万円　（回答９社）

取得額

平成３年度 平均 　　４９８万円 中央値 　　　２５万円　（回答９社）

平成４年度 平均 　　８６０万円 中央値 　　２７２万円　（回答８社）

Ｃ　土地

固定資産額 平均 　　　　０万円 中央値 　　　　０万円　（回答９社）

取得額

平成３年度 平均 　　　　０万円 中央値 　　　　０万円　（回答９社）

平成４年度 平均 　　　　０万円 中央値 　　　　０万円　（回答７社）

（イ）無形固定資産

固定資産額 平均 １，７４７万円 中央値 　　　８万円　（回答９社）

取得額

平成３年度 平均 　　　　８万円 中央値 　　　０万円　（回答９社）

平成４年度 平均 　　　　１万円 中央値 　　　０万円　（回答８社）
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（４）従業者と労働環境

本調査では、「常時雇用従業者」とは、臨時・日雇・パートタイマーという名称の者でも、期間を定め

ずに又は１か月以上の期間を定めて雇用されている者及び調査日までの２か月間にそれぞれ１８日以上

事業所に雇用され、かつ調査日現在も継続して雇用されている者とした。

「休日」とは、労働基準法に定める週休日のほか、労働協約、就業規則、慣行などにより休日と定め

られている日（国民の祝日、年末年始、創立記念日、有給休暇等）を含むものとした。

「新卒」とは、各年３月の新規学卒者（学校教育法に基づく中学、高校、高専、短大、大学、大学院、

専修学校、各種学校等の卒業者のほか、職業訓練校等の卒業者を含む。）についてその年の４月末日まで

の問に採用した者とした。また、「中途」とは、「新卒」以外の採用者とした。

ア　従業者数（会社全体）

（ア）有給役員

平成３年度 平均 　　３．６人 中央値 　　　２人　（回答１８社）

平成４年度 平均 　　３．６人 中央値 　２．５人　（回答１６社）

平成５年度 平均 　　２．４人 中央値 　　　２人　（回答１４社）

（イ）常時雇用従業者

平成３年度 平均 　　８０４人 中央値 　　１８人　（回答１９社）

平成４年度 平均 ９２８．２人 中央値 　　１５人　（回答１６社）

平成５年度 平均 　２１．７人 中央値 １２．５人　（回答１４社）

（ウ）常時雇用以外の従業者

平成３年度 平均 １５５．８人 中央値 　　　０人　（回答１６社）

平成４年度 平均 　６１．９人 中央値 　　　１人　（回答１５社）

平成５年度 平均 　　１．９人 中央値 　　　１人　（回答１３社）

イ　従業者数（ケーブルテレビ番組供給業務）

ケーブルテレビ番組供給業務を担当する常時雇用従業者数をみると、平成３年度における１事業者

あたりの平均常時雇用従業者数は１１．１人である。

内訳をみると１８社のうち「５人以下」が１０社（５５．６％）、「６～９人」が３社（１６．７％）

で、「１０人未満」と回答した企業が７２．２％である。これに対して、「１０～１９人」が３社（１

６．７％）など「１０人以上」雇用していると回答した事業者は２７．８％である。

平成３年度における平均常時雇用以外の従業者数は１事業者あたり平均３．２人となっており、番

組供給業務担当従業者数の２２．４％を占める。
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（ア）有給役員

平成３年度 平均 　１．１人 中央値 ０人　（回答１６社）

平成４年度 平均 　　　１人 中央値 ０人　（回答１４社）

平成５年度 平均 　１．１人 中央値 １人　（回答１４社）

（イ）常時雇用従業者

平成３年度 平均 １１．１人 中央値 ５人　（回答１８社）

平成４年度 平均 　８．３人 中央値 ３人　（回答１３社）

平成５年度 平均 　８．８人 中央値 ３人　（回答１３社）

（ウ）常時雇用以外の従業者

平成３年度 平均 　３．２人 中央値 ０人　（回答１７社）

平成４年度 平均 　１．４人 中央値 ０人　（回答１４社）

平成５年度 平均 　１．５人 中央値 ０人　（回答１４社）

ウ　従業者の平均年齢

（ア）有給役員

平均 ５５．３歳 中央値 ５７歳　　（回答１１社）

（イ）常時雇用従業者

平均 ３６．１歳 中央値 ３４歳　　（回答１５社）

エ　職種別従業者数（ケーブルテレビ番組供給業務関連）

職務別にみると、「番組編成・制作」及び「営業」に携わる従業者が多い。常時雇用従業者の職務別

従業者数の比率をみると、「番組編成・制作」が従業者数４２．８％、「営業」が２８．０％、「エン

ジニア」が１６．４％、「その他」が１２．９％となっている（第３－３図参照）。

職務別の従業者の雇用状況をみると「番組編成・制作」及び「営業」に携わる常時雇用従業者は「５

人以下」が最も多く、６０．０％の事業者が常時雇用従業者は「５人以下」で業務を行っている。

また、３３．３％の事業者が「番組編成・制作」業務に常時雇用従業者以外の従業者を従事させて

おり、少ない常時従業者を常時雇用従業者以外の者で補っていることがわかる。

なお、ケーブルテレビ番組供給業務に携わる従業者数は、平成３年度末現在のものである。
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（ア）番組編成・制作

常時雇用従業者 平均 ６．８人 中央値 ３．５人　（回答２０社）

常時雇用以外の従業者 平均 １．６人 中央値 　　０人　（回答１８社）

（イ）営業

常時雇用従業者 平均 ４．５人 中央値 　　２人　（回答２０社）

常時雇用以外の従業者 平均 ０．３人 中央値 　　０人　（回答１８社）

（ウ）エンジニア

常時雇用従業者 平均 ２．６人 中央値 　　０人　（回答２０社）

常時雇用以外の従業者 平均 ０．８人 中央値 　　０人　（回答１８社）

（エ）その他

常時雇用従業者 平均 ２．１人 中央値 　　１人　（回答２０社）

常時雇用以外の従業者 平均 ０．３人 中央値 　　０人　（回答１８社）

オ　労働時間等（ケーブルテレビ番組供給業務の常時雇用従業者）

（ア）平均年間総実労働時間数

平均年間総実労働時間数は、平成３年度実績１，９０５時間、４年度実績見込み１，９５０時間

となっており、「毎月勤労統計調査」（労働省）の全産業（従業者数５人以上）の平均年間労働時間

の平成３年２，０２３時間及び４年１，９８２時間と比較すると若干短い労働時間数となっている。
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（イ）平均年間休日日数

平成３年度 平均 １２２．５日 中央値 １２４．５日　（回答１８社）

平成４年度 平均 １２２．３日 中央値 　　１２２日　（回答１７社）

カ　採用状況（ケーブルテレビ番組供給業務に携わる常時雇用従業者）

採用状況は、ケーブルテレビ番組供給業務に携わる常時雇用従業者に関するものである。採用状況

は、「新卒」と「中途」に分けて回答を求めた。

（ア）新卒

Ａ　募集者数

平成３年度 平均 　０．９人 中央値 　　０人　（回答１５社）

平成４年度 平均 　１．１人 中央値 ０．５人　（回答１４社）

平成５年度 平均 　０．６人 中央値 　　０人　（回答１３社）

Ｂ　応募者数

平成３年度 平均 １０．５人 中央値 　　０人　（回答１５社）

平成４年度 平均 　　１３人 中央値 ０．５人　（回答１４社）

Ｃ　採用者数

平成３年度 平均 　０．９人 中央値 　　０人　（回答１５社）

平成４年度 平均 　０．９人 中央値 　　０人　（回答１４社）

（イ）中途

平成３年度 平均 　１．１人 中央値 　０人　（回答１２社）

平成４年度 平均 　２．８人 中央値 　１人　（回答１３社）

平成５年度 平均 　１．２人 中央値 　０人　（回答１３社）

Ａ　応募者数

平成３年度 平均 　２．２人 中央値 　　０人　（回答１３社）

平成４年度 平均 ３７．７人 中央値 　　２人　（回答１２社）

Ｂ　採用者数

平成３年度 平均 　５．４人 中央値 　　０人　（回答１４社）

平成４年度 平均 　７．２人 中央値 　　１人　（回答１３社）

キ　離職状況（ケーブルテレビ番組供給業務に携わる常時雇用従業者）

平成３年度 平均 ０．５人 中央値 ０人　　（回答１３社）

平成４年度 平均 ０．９人 中央値 ０人　　（回答１５社）

平成５年度 平均 ０．７人 中央値 ０人　　（回答１４社）
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（５）企業の特性

対象事業者数４２社のうち８８．１％（３７社）が、東京に所在している。

ア　経営組織

回答のあった２２社すべてが「株式会社」の形態をとっている。

イ　業務開始時期

ケーブルテレビ番組供給業務を開始した時期は、全社が昭和５７（１９８２）年以降であるる。

ウ　開設形態

回答のあった２１社のうち「創業・創設」が１３社（６１．９％）、ほかに「企業内の一部門として」

が４社（１９．１％）、「他の企業からの分離・独立」が２社（９．５％）、「他の事業からの転換」が

２社（９．５％）となっている。

エ　参入前の業種

「創業・創設」以外の事業者（８社）がケーブルテレビ番組供給業務に参入する前に携わっていた

業種（参入以降も引き続き行なっている場合も含む。）については、「放送業」と「映画制作業」、「情

報・サービス・調査・広告業」が同率で、各々１社（１２．５％）ずつで、「その他」３社（３７．５％）、

「不明」２社（２５．０％）である。
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（６）今後の事業展望

いくつかの業務及び新しい技術について、取り組みの程度や展望についての回答を求めた。

今後、取り組みたい業務として、「１年以内に取組を計画している。」という回答が最も多かったのは、

「通信衛星を利用した放送（ＣＳ放送）」で７社（３１．８％）が取組を計画している。これは、近年の

多メディア・多チャンネル化の流れににのってビジネスチャンスを広げようという考えの表れと思われ

る。

また、新技術については、「マルチメディア技術」、「ハイビジョン技術」に「２～３年後には取り組み

たい。」と、ともに６社（２７．３％）が回答している。

これらは、現在、普及率が低いものの、今後、急速な普及が見込まれるため、それに備えてノウハウ

を蓄積しようという試みの表れと思われる。

以下、個別に若干検討してみよう。

ア　供給

（ア）通信衛星を利用したケーブルテレビ事業者への番組供給

「既に取組んでいる。」事業者は１３社（５９．１％）である。また、２、３年後までに取組の計

画がある事業者は５社（２２．７％）である。（回答２２社）

イ　流通

（ア）通信衛星を利用した放送（ＣＳ放送）

「既に取組んでいる。」事業者は６社（２７．３％）である。また、２、３年後までに取組の計画

がある事業者は９社（４０．９％）である。（回答２２社）

（イ）パッケージによる番組の販売

「既に取組んでいる。」事業者は１２社（５４．４％）である。また、２、３年後までに取組の計

画がある事業者は４社（１８．２％）である。（回答２２社）

ウ　技術

（ア）ハイビジョン技術

「既に取組んでいる。」事業者は２社（９．１％）である。また、２、３年後までに取組の計画が

ある事業者は６社（２７．３％）である。（回答２２社）

（イ）マルチメディア技術

「既に取組んでいる。」事業者は３社（１３．６％）である。また、２、３年後までに取組の計画

がある事業者は６社（２７．３％）である。（回答２２社）

エ　制作

（ア）番組制作

「既に取組んでいる。」事業者は１３社（５９．１％）である。また、２、３年後までに取組の計

画がある事業者は３社（１３．６％）である。（回答２２社）
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（イ）ＣＭ制作

「既に取組んでいる。」事業者は９社（４０．９％）である。また、２、３年後までに取組の計画

がある事業者は５社（２２．７％）である。（回答２２社）

オ　その他

ここ数年の内に取組の計画がある事業者が１社（１００％）である。（回答１社）



資 料 編        

２ 調 査 票        
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